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小売資本の運動と競争

　　　　大規模小売店舗規制に関する経済学的考察に向けて

　　　　　　　立命館大学大学院経済学研究科博士課程前期課程２回生東　　光英

　百貨店法にはじまる大規模小売店舗規制は，中小小売業問題が政治的闘争の形で展開された結

果であり ，公的規制の背景には大規模小売資本と中小小売資本の間における競争問題が横たわ っ

ている。第一次百貨店法の成立から６０余年の歳月が経っているにも関わらず，依然として大規模

小売店舗への規制がおこなわれているという事実は，中小小売業問題が依然として解決をみてい

ないことの証左である 。

　このような現実問題を理論的に解明することは社会科学に課せられた使命である。現実的課題

を解明するために，まずは研究対象の理論的かつ実証的分析が必要であり ，そのためには分析対

象の性質に沿った科学的方法が用いられなけれはならない。大規模小冗店舗に対する規制は，経

済領域における活動に対しての公的規制であり ，経済学に立脚した分析が必要である 。

　現実的課題に取り組むには，経済学の一般理論から特殊理論へと昇華させることが必要である 。

しかし小売業を含む商業研究に関するかぎり ，この方法に従うことは，現時点では極めて困難で

ある。なぜなら商業に関する特殊研究では，その歴史の長さに反し，依然として未解明の部分が

多く残されているからである。商業研究の分野においては販売側面に関する研究のみが先行し ，

逆の側面にある購買側面の研究が乏しい状態にある。いうまでもなく商業は，生産と消費の間に

おける流通を媒介する存在であり ，一方の側面からのみ分析をおこなっても商業の特質を正確に

把握することは不可能である。そのため現時点では商業資本の運動法則，および商業に関わる経

済的諸関係の一部分しか明らかになっ ておらず，商業資本の運動が体系的に明らかになっ ている

わけではない。小売業規制や商業政策に関する既存の分析は，経済学的見地に立っているものの ，

購買側面からの基礎研究を欠いているため現実問題の本質を十分に解明したものとなっていない

のである。こうした理由から大規模小売店舗規制を経済学的に考察するに際して，まず競争関係

を含んだ小売資本の運動法則に関する理論的分析をおこない，いまだ明らかにされていない部分

を補うことからはじめなければならない 。

　本稿では以上のような問題意識に立ち，産業資本から自立化し，資本の全運動のひとこまを担

う存在としての小売資本と ，資本の総代理機関として購買者と対時する存在としての小売資本と

いう二つの側面から，小売資本の運動と資本間競争に関する理論的分析を試みる。その目的は大

規模小売店舗規制に関する経済学的考察に向けて，現代における小売資本の運動法則およぴ小売

部面における競争の基本的態様を明らかにすることにある。したがって本稿は，商業資本に関す

る運動法則の総論的展開を意図したものではなく ，大規模小売店舗を常に表象し，それに関連さ

せながら小売業を理論的に分析するものである 。

　第一節「商業資本の基本的運動法則」では資本主義的生産様式において，商業が社会的総資本

の特殊資本として自立化する過程，および商業資本の果たす社会的役割，商業利潤の特質に関し
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て説明している 。

　商業資本は，産業資本に固有な商品資本の機能を，自己の機能として固定化した資本である 。

商品資本の機能とは貨幣への姿態変化を遂げることであるが，杜会的分業によっ て必然となる販

売の偶然性が，この形式的変態を困難なものとする。価値を実現させるためには，販売と購買が

接合する可能性を高めることが必要であり ，商業資本へと販売が集中することで購買を集中させ

るのである。これこそが商業資本力槍立化する根拠である 。また商業資本が自立化することによ

って，流通にかかる杜会的総費用の節減，取引によっ てかかる社会的総費用の節減，商品とその

売買の社会化による市場規模の拡大がもたらされる 。

　このような社会的役割を果たすことにより ，商業資本は社会的分業の一端を担い，自己の運動

の見返りとして利潤を獲得する。商業資本の運動は剰余価値の生産をおこなわないため，利潤は

生産部門からの分与として獲得される。また商業部門における超過利潤は，資本回転速度を高め

ることによっ て， あるいは流通費用の節減によって獲得される 。

　第二節「小売資本の大規模化」では特殊商業資本である小売資本に関して説明している 。

　商業資本の基本形態は小売資本であるが，最終購買の基本的性格が小売資本を小規模，分散的

に制限する。この制限を突破するために卸売資本が介入し，その相対性において小売資本は特殊

商業資本として把握されるのである 。

　個別小売資本は販売と購買の接合をいっ そう強化するために，蓄積を進め，大規模化する傾向

をもつ。個別小売資本の大規模化は，主として取扱商品の種別的，量的増大のためであり ，それ

は社会的な要請に起因する傾向である。また，個別小売資本の大規模化は，小売資本問競争上の

優位性を獲得するためにあらわれる傾向でもある。こうした大規模化傾向を基本的にもつ小売資

本は取扱商晶の総合化へと向かう 。しかしその一方で取扱商品分野別に分化し，分業をおこなう

小売資本もあらわれる。分野別分化は，非効率的な取扱商品の拡大を社会的分業によって解消し

ようとするものであり ，販売の集中による作用を否定しない程度においてのみ認められるもので

ある
。

　第三節「最終購買とその変化」では最終購買の概念規定，基本的’性格，さらに最終購買を規定

する諸要因，最終購買行動の説明をおこなっている 。

　消費と購買はそれぞれが独自の経済的範曉であり ，明確に区別して定義されなければならない 。

消費とは労働生産物の使用価値を実現することであり ，購買は貨幣との交換行為によって労働生

産物の所有を譲り受けることである。さらに消費は生産的消費と最終消費に大別することができ ，

最終消費に対応する購買が最終購買である。最終購買は小規模性，個別性，地域的散在性の三つ

の基本的性格をもつ。また最終購買の単位は個人に限らず，クループあるいは世帯を含むもので

ある 。

　最終購買の原動力は欲望であり ，この欲望は生産によって外的対象を与えられ，規定される 。

欲望を充足する衝動と支払能力を契機として欲求が形成され，この欲求こそが最終購買を質的量

的に規定するのである。欲求が形成される過程に加え，最終購買行動，生活手段の実際の取得と

いう三つの過程によっ て最終購買過程は構成される 。

　最終購買行動は，形成された欲求にもとづいて市場へと赴き ，商品の購買を達成するまでにか

かる一連の行動を指す。しかし最終消費者の目的は消費にあり ，購買はその則提条件の準備行為

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５５）



　５６　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第５０巻 ・第１号）

でしかない。それゆえ最終購買行動では省力化，行動に要する時間の短縮化が基本的に志向され

る。 さらに最終購買行動は欲求の対象，市場と消費の場との距離的懸隔，最終購買行動時間帯の

三つの要因に規定される。これらの要因は社会的歴史的背景によって変化し，現代においては ，

主にＱ自家用乗用車の普及　家事用耐久財の普及　女性の社会進出＠単身者世帯の増加といった

四つの要素が，最終購買行動を規定する要因に影響を与えている。この結果，最終購買行動は距

離的懸隔の重要性の低下，小頻度大量購買化，最終購買行動に要する時問の短縮化，最終購買行

動時間帯の個別化といった特徴を強めている 。

　欲望は生産によって，また支払能力は社会的賃金水準や社会的歴史的要因によって規定される

ため，商業資本は自らの運動によって欲求を規定することができない。さらに，最終購買行動を

規定する要因が社会的歴史的背景によっ てのみ変化するため，小売資本の運動は最終購買行動に

対しても直接影響を与えることができない。したがっで最終購買構造は小売資本にとって自己の

運動の外にある，与えられた環境でしがないのである 。

　第四節「小売部面に部ける競争諸側面」では第三節までの内容を踏まえ，小売資本の資本とし

ての運動法則と最終購貝構造の変化の両面から，大規模小売資本と中小小売資本の競争関係の諸

側面を考察している 。

　最終購買構造が小売資本運動の外にある，与えられた環境であるため，これに如何に適合する

かが競争上の優位性となる。したがって恒久的，絶対的効力を発揮する販売方法や小売業態は決

して確立されえず，ある時点で支配的地位に立ったとしても ，最終購買構造の変化によっ てその

地位は容易に動揺するのである。そのため小売部面における競争力は，資本規模と購貝支配力に

よってのみ与えられるのである 。

　資本規模と購買支配力によって与えられる市場支配力あるいは競争上の優位性は，販売価格 ，

取扱品目，商業立地や駐車場施設の側面で発揮される。これら諸側面のうち，小売資本間競争に

本来的にみられるものは販売価格，取扱品目，商業立地の側面である。駐車場施設に関する競争

側面は現代の小売市場に特有なものの一つであり ，現時点においては，その中で最も重要なもの

である。しかし生産あるいは最終購買構造の変化によって，託児所施設のような現時点では競争

側面として決して重要ではない要素が，より支配的要素となる可能性もある。いずれにせよ ，ど

のような競争側面に対しても資本規模と購買支配力が優位性を与えるのである 。

　本稿において明らかになったことは以上である。ここまでで現代における小売資本の運動と小

売部面における競争関係の基本的法則が明らかになった。この後に通信販売やオンライン販売の

ような特殊な小売業態も踏まえて，独占段階における小売資本の運動と競争関係を分析し，独占

的商業資本の運動法則，国家独占資本主義のもとでの小売業の実態分析とその理論化をおこなわ

なければならない。そこに至ってはじめて，大規模小売店舗規制に関しての経済学的考察をおこ

なうことができるのである 。
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日本への連結納税制度導入の検討

立命館大学大学院経済学研究科博士課程前期課程２回生新井英司

　近年，連結納税制度をめぐる議論が活発になってきた。連結納税制度の導入は，これまでにも

法人税制上の論点として取り上げられてきたが，ここ２ ，３年は，企業のグループ化の進展や独

占禁止法上の持株会社の原則解禁，会計ビッグバンと称される国際会計基準への移行とそれに伴

う連結決算重視の動き等に後押しされる形で，税の分野でも企業をグループ単位で扱うことへの

要望が改めて出てきた。このような動きを受け，連結納税制度をめぐる議論は，その導入の是非

を問う段階から一歩進んで，連結納税のしくみをどう設計するかという導入実施に向けた制度内

容の検討に入っている 。

　本論文は，連結納税制度の概念，機能を整理し，その導入に対する議論の背景から連結納税制

度の必要性を示し，わが国の連結納税制度のモデルを検討するものである 。

　第Ｉ節「連結納税制度」では，現在までの研究成果を踏まえ，企業集団税制（連結納税制度）

の概念 ・機能を整理し，企業集団内の損益通算の観点から，連結納税制度導入の要望は，現行法

人税制における欠損金の繰戻，繰越制度での，欠損金に対する制約に起因することを明らかにし

た。 連結納税制度は広義の企業集団税制の中に狭義の企業集団税制として位置付けられるが，そ

の特質としては，企業集団に属する法人の損益を結合して集団全体の課税所得を合理的に把握し

ようとするものであり ，その基本目的は企業活動に対する租税の中立性に求められるものである 。

そして，企業集団税制の機能としては，集団内個別法人の損益の通算（企業の垂直的統合に対する

租税の中立性），集団内部取引の課税繰延べ（未実現損益課税の排除），子会杜株式への投資と子会社

損益の課税の整合性（集団関係の本質論）として整理することができる。また，現行法人税法上 ，

欠損に対する時系列的な中立性に対する制約（欠損金の繰戻，繰越制度）のある中で，欠損に対す

る空問的な中立性を志向するものが連結納税制度であることを示した 。

　第ｕ節「連結財務諸表と連結納税制度」では，連結財務諸表の目的は財務諸表利用者に対し意

思決定に有用な会計情報を提供することであり ，連結納税制度は企業組織再編成に対して税制の

中立性を重視したものであることを明確にし，その具体的差異を示した 。

　第皿節「日本企業の現状と連結納税制度」では，日本での連結納税制度導入論の背景を分析し ，

連結納税制度の必要性を示した。具体的には，¢今日の日本企業における連結経営への転換によ

って，経営形態の違いに対する税制の中立性を確保するための制度である連結納税制度の必要性

がより強くなったこと ，　従来，連結納税制度の導入は税収減につながることを理由に公的機関

において反対されてきたが，現在の不況により景気対策である減税政策の一つとして連結納税の

導入を公的機関が容認したことなどである 。

　第ｗ節「日本への連結納税制度導入の問題点」では，導入が検討されている「損益振替型」と

連結納税型」を比較検討し，その他導入にあたって検討すべき論点を整理，検討した。連結納税

制度はその計算構造により大きく損益振替型と連結納税型に類型化される。連結納税型は親子会

社の所得 ・欠損を合算して連結べ一スで税額を計算し，連結納税額を親子会社間に配分する方式
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である。一方，損益振替型は，連結対象となる会杜問で損益の振替を行い，各会社の課税所得を

求め，個別に税額を算定する方式である 。

　まず，理論的考察の前に，実際にグループ企業各社の財務データをもとにして，現行課税（個

別法人課税），連結納税制度に基く課税（連結納税型および損益振替型）の違いにおける企業の税額

変化の試算をおこなった。使用したデータは，［日本の企業グループ２０００」（東洋経済新報社）で
，

掲載親会社２ ，７００社のうち，１００％内国子会社のみを所有している親会社（企業グループ）１６２社を

分析対象とした。また，資料の制約上，企業利益＝課税所得として分析した。振替型での連結納

税のメリット（企業集団内での損益の通算）の観点から分類すると，親会社，子会社とも黒字また

は赤字の場含は連結納税のメリットはない。これに該当するのは，９０社（５５．６％）で，それ以外

のパターンの７２社（４４．４％）は連結納税のメリットを受ける結果となった。現行の税負担と比較

可能な分類（◎親子会社とも黒字のパターン，　親会社は黒字であり ，企業集団内に赤字子会社が含まれ

ているが，親子会杜の損益を合算した結果黒字になるパターン）では，¢の場合，現行課税所得に対す

る割合は，振替型１００％，連結型９９．９％であり ，振替型，連結型のいずれを適用しても現行の税

負担に対してほとんど変化がないという結果であった。　の場合，現行課税所得に対す名割合は
，

振替型８６ ．６％，連結型８９．１％であり ，２．５％振替型の方が企業の税負担が軽減される結果となっ

た。 ¢， ＠のパターンにおいて，現行課税所得に対する割合は異なるものの，振替型，連結型 ，

とちらを採用しても企業の税負担の変化に大きな差異がないことが明らかとなった
。

　振替型利益が黒字，連結型利益が赤字（逆に，振替型利益が赤字，連結型利益が黒字も含む）の企

業および，振替型利益と連結型利益が大きく異なる企業（対象企業は５社）の分析により次のよう

な仮説を導くことができた。親会社が比較的利益を多く計上している会杜では，現行の課税所得

に対して，連結型の課税所得が増加している 。つまり ，子会社取引を通じて税負担の軽減を図 っ

ているのではないかという点。一方，親会社が比較的多くの利益を計上していないか，赤字の会

社は，現行の課税所得に対して，連結型の課税所得が減少している。つまり ，親会社の個別利益

そして，親会社の配当原資を捻出するために子会社取引を利用しているのではないかという点で

ある 。

　実際の企業分析からは，損益振替型，連結納税型のいずれの方法を導入しても ，企業の税負担

の変化に大きな差異がなかったが，○連結納税型の方が損益振替型よりも企業集団の経済的一体

性に着目し，企業集団の適正な担税力を算定できること ，　連結納税型の方が損益振替型よりも

わが国の連結納税制度導入の意義（企業形態に対する税制の中立性の確保）を実現できることの理由

により ，わが国に導入すべき連結納税制度のタイプは連結納税型にすべきであると結論付けた
。
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「所得税における人的控除の改革間題」

　　　　配偶者控除 ・配偶者特別控除を中心に

　　　　　　　　　立命館大学大学院経済学研究科博士前期課程２回生井　川　美弥子

　本論文の構成内容は以下の通りである。はじめに，配偶者控除 ・配偶者特別控除が現実に就労

の中立性に対して及ぼしている影響を検討し，第１節では「課税単位方式」について課税単位選

択の重要性を述べ，代表的な３つの課税単位方式をモデルにより検討し，今後の日本の課税単位

の在り方を述べている。第２節「配偶者控除 ・配偶者特別控除」では，配偶者控除 ・配偶者特別

控除について，その存在価値および問題点について述ぺ，その改革提案をモデルにより検討した 。

　この論文の論点は，配偶者控除 ・配偶者特別控除が女性の就労に対する中立性を著しく阻害し

ているということである。現在この控除は妻の収入が少なければ少ないほど夫の控除が増える仕

組みであり ，１０３万円以下であれば，少額不追求により ，配偶者控除を受けることができる 。つ

まり自分の基礎控除と夫の配偶者控除の二重控除を受けることになる 。また１４１万円未満では配

偶者特別控除を受けることができる等の理由により ，妻の収入が一定額を超えると家族単位でみ

た場合返って所得が減少するという「パート逆転現象」が生じる 。現実に平成１０年度『税務統計

からみた民間給与の実態』により給与所得者の収入階層を検討した場合，その構成割合は男性は

４００万円以下から７００万円以下の層に集中しているのに対して女性の場合は３００万円以下に偏 って

集中している。特に１００万円以下の構成割合については男性に比べ女性が圧倒的に多い。これは

明らかに控除対象配偶者としての範囲内でのパート就労が多いことを物語っている。また「高学

歴女性と仕事に関するアンケート」では就業希望者の希望年収額としては，１０３万円以下が全体

の約３割から５割前後を占めており ，税制などを意識した結果となっている。このようなことは ，

女性の低賃金化，有期雇用が促進されることになり ，女性の自立が妨げられる恐れがあるため早

急に改革しなければならない 。

　そこで本論文においては，課税単位選択については，Ｉ個人単位方式，ｎ合算非分割方式，皿

二分二乗方式の代表的な三つの課税単位方式を（〕）世帯単位の公平，　個人単位の公平，　結婚に

対する中立性，¢就労に対する中立性という観点からモデルにより分析した。結果¢を満たす基

準は就業形態が異なる夫婦間でも税額が一致するｕが優位であり ，　　　を満たす基準は，妻の

税額が妻の収入によってのみ決定されるＩが優位であった。課税単位の選択に関しては，公平の

観点と中立の観点から選択した方法は対立しやすく ，また完全に中立的な税制は存在しないので

あるから，杜会の実態の変化を見極め，なるべく中立的な税制を選択しなければならない。そし

て近年，帰属所得の金額が高額になり無視できなくなっているのに，帰属所得について全く考慮

されていないことは，大きな問題である。しかし，現実に帰属所得を現金換算することは不可能

に近く ，課税べ一スに含めることはきわめて難しい。このようなことを考えた場合，同一の総貨

幣所得を持つ片稼き世帯と共稼き世帯とでは，前者の税負担をある程度重くするのが公平だとい

うことになる。したがって，個人の尊重，結婚，就労に対する中立性を重視し，今後も現行の個

人単位方式を維持し，その上で現行制度の問題点を是正していくことが望ましいと考える 。

　個人単位方式を今後も維持していくべきであると考えた場合，家族に対する配慮の方法として
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の税負担の調整について，人的控除方式と複数税率表方式が諸外国で採用されている具体的な方

法としてある。わが国は個人単位課税方式のもとに，人的控除制度を採用してきたが，控除制度

は， 課税最低限の設定による納税者数の減少を通じて，所得税の執行面の負担を軽減する効果が

あり ，税制の簡素化に貢献しているとみることができるが，総合的にみると，税制を複雑なもの

にしている。したがって人的控除により家族に対する配慮を行う場合には，必要最少限の控除だ

けを採用することが望ましいと思われる。そこで配偶者控除 ・配偶者特別控除について，¢現行

制度，　配偶者控除 ・配偶者特別控除廃止提案，　改革提案Ｉ ，　改革提案ｕ ，　二分二乗方式

の５つのモデルを使い， どのモデルが日本のこれからにとって重要であるかを検討した。　は具

体的に，政府税制調査会は課税最低限の構成要素を，基礎的人的控除（基礎控除，配偶者控除，配

偶者特別控除，及ぴ扶養控除）に給与所得控除額と社余保険料控除を加えたものとし，それは累次

にわたる引き上げにより既に高い水準に達しているとの認識を示している。しかし給与所得控除

は， 必要経費概算相当額とみられるので，課税最低限の構成要素とはすべきではなく ，社会保険

料は強制的に徴収される負担であり ，生活費とされるものでもないため，やはり課税最低限の構

成要素をなすべきではないと考えられる。そこで基礎的な人的控除のみを，課税最低限を構成す

る要素であると考え，以下のような新たな基礎控除制度の導入の提案をしたいと考える。課税最

低限を納税者１人につき１２０万円，被扶養者１人につき６０万円と仮定する 。（１２０万円は最低生活保

証水準１給地７０歳女性の場合の１２６万円を参考にした金額である）ものであり ，＠は　の基礎控除を７６

万円にしたものである。検討の結果，¢に関しては専業主婦が有利であり ，妻の所得により夫の

税額が変わること，妻の帰属所得が考慮されていない点などの問題点がある。＠に関しては，廃

止することにより ，この控除の適用を受けていた世帯（王に片稼き世帯）への負担が大きすぎるた

め好ましくない。　に関しては世帯間の公平のみが保たれ，高額所得者ほど有利になるため好ま

しくない。　に関しては，単身者，共稼き世帯に有利になるが，帰属所得を考慮した場合当然の

結果となる。また世帯問の公平に関しては，保たれていないが，個人問の公平，結婚，就労への

中立性は相手の所得によっ て， 税額が変化しないため満たしていることがいえる。しかし，この

改革提案は基礎控除額を１２０万円に引き上げるため，大幅な減税が予想される。そのため基礎控

除額を７６万円に引き上げる＠を検討してみたが，この提案では，この控除の適用を受けていた世

帯間で，減税される世帯と増税される世帯があり ，公平性の観点から好ましくなく ，このことか

ら， 全ての世帯が減税される　が最も好ましいといえる。そして　における減税額あるいは増税

額について試算した結果，改革提案における減税額は約８兆円，増税額については，配偶者控

除・ 配偶者特別控除を廃止した場合約２兆円，限度額を気にせず専業主婦が夫と同じ金額を稼ぐ

と仮定した場合約８兆円の税収増が見込まれる。結果約２兆円の増税額が見込まれる 。
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イギリス労働市場の変容とフレア政権の失業者対策

立命館大学大学院経済学研究科博士課程前期課程２回生伊藤大

　９７年総選挙において，１８年ぶりにイギリス労働党が勝利し，ブレア政権が誕生した。ブレア政

権はこの勝利を，サ ッチャー政権に代表される新保守主義でもなく ，企業の国有化を訴えた旧来

の労働党とも異なる「第三の道」を掲げた新たな労働党の勝利であると言踵いあげた。このブレア

政権が最優先課題に位置づける政策が「ニューディール」である 。

　ブレア政権において「ニュー ディール」は，「グローバリゼーシ ョン」を特徴とする新たな世

界に対して福祉国家がもはや適合しなくなっているという認識のもと ，ｒ福祉国家を現代化」す

る試みとして位置づけられている。また社会保障によって人々の生活を「保障」するのではなく ，

技能形成，教育をとおして，「知識基礎型経済（ｋｎ．ｗ１．ｄｇ． ｂ。。。ｄ。。。ｎ．ｍｙ）」に適応した労働力育

成により ，失業や貧困を解決する政策として位置づけられている 。

　こうした位置づけは，所得保障を中心とした既存の福祉制度が特定の階層に固定化する失業 ，

「家族形態の変化」，情報化を中心とした「技術革新」などの変化に対応できずに，福祉制度のな

かで就労する意欲を失うｒモラルハザード」を引き起こしたという認識にもとづいている。その

結果，所得保障を中心とした福祉制度から各個人の就労意欲の促進と「エンプロイアピリティ」

の確立を目指し，「人的資本」への投資を中心とした制度へ転換する必要があるということであ

る。 この「人的資本」への投資は，失業者の「エンプロイアビリティ」を改善し，失業者が主に

就業を通して「価値を創造」する主体者となるための投資として理解される。このように「ニュ

ーディール」は，失業者を杜会保障受給者から価値創造の主体者へと転化する「ポジティブ ・ウ

ェルフェア」の中核として位置付いている 。

　ブレア政権の諸改革はＡ ・ギデンズ氏のｒ第三の道」の議論とともに非常に注目を集めてお

り， 日本においても佐和隆光氏が好意的に紹介している。しかし，職業訓練を中心においた失業

者対策はすでにサ ッチャー政権時に行われており ，ブレア政権の「ニューディール」の内実が

ｒポジティブ ・ウェ ルフェア」といえるものなのかが必ずしも明確になっていない。このことを

明確にするためには，ブレア政権が実施している職業訓練政策を明らかにする必要がある。なぜ

ならば職業訓練政策を通して育成しようとしている技能こそが，「ポジティブ ・ウェルフエア」

の中核として位置付いているためである 。

　第二次大戦後イギリス労働市場は，７０年代半ばまで失業率２％台から３％台の「完全雇用」が

成立していた。このｒ完全雇用」は，ケインズ政策による高度成長を前提としており ，ケインズ

政策の破綻とともに大きく動揺することになった。ｒ完全雇用」の動揺と ，インフレ抑制を最優

先に掲げるサ ッチャー政権の政策により ，イギリスの労働市場は失業者３３０万人，失業率１３％に

のぼる戦後最悪を記録した 。

　この「完全雇用」の動揺に対して，サ ッチャー政権は雇用法，労働組合法，そして社会保障法

の諸改革により ，低賃金職の拡大，社会保障受給認定の厳格化を通して，失業者を不完全就労で

しかない制度的就業者へと「誘導」させていった。９０年半ばからの好景気の影響もあり現在のイ
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ギリスにおける失業率は６％台と他の欧州諸国に比べ明確な相違がある 。しかし，失業は若年失

業者，長期失業者，そして特定の地域などに固執することになった 。

　このような労働市場の現状のもとで，ブレア政権のｒニューディール」はシングルマザ ー， 若

年失業者，長期失業者を対象とし９７年７月より順次具体化されていった。ブレア政権の「ニュー

ディール」は，対象とする参加者に応じて相違があるが，「若年失業者のニューディール」を例

にして説明すると次のようになる 。「ニューディール」参加者はまず，最長４ケ月問続く「ゲー

トウェイ」と呼ばれる期問に入る。この「ゲートウェイ」では，失業者を就業への動機付けを行

うことを目的として，個人アトハイザーと呼ばれる担当者が，ニューティール参加者に一人ない

し複数付き ，就職のための計画，その進行状況などに関する面接を行い就職活動の支援を行う 。

「ゲートウェイ」期問中に就業できなかった場合は，次の４つのオプション（Ｏｐｔｉ．ｎ）と呼ばれ

るものの中から一つを選択する。その４つのオプションとは，¢補助金付き就労　環境特別部隊

とともに６ケ月問労働従事　ボランティア組織とともに６ケ月間労働従事＠全日制教育と技能訓

練計画への参加である 。

　ｒニューディール」におけるｒゲートウェイ」は，面接を通して失業者に就労へのインセンテ

ィブをあたえるとし，職業紹介を通した求職活動の実施，またその進展状況の確認が主に行われ

ている。「求職者手当」（かつての失業保険）受給の条件としてこの「ニューディール」への参加が

条件付けられていることとも相まって，就労へ「誘導」する機能を果たしているといえる 。

　またこの「ニューティール」最大の特徴は，技能形成のコースが位置づいており ，オプション

ヘ進むもののうち半数がこのコースを受講することである。このコースは，８０年代に新たに開始

されたＮＶＱ（Ｎ．ｔ１．ｎ．１ｖ。。。ｔ１．ｎ．１Ｑ
ｕ．１１丘。。ｔ１．ｎ。）と呼ばれる職業資格制度の中級技能レベルを取

得することを目標にしている。このＮＶＱはイキリス企業の国際競争力向上を目的とし，それま

での職業資格制度が座学を基本としていたのに対して，実際の職場において発揮される能力を重

視した職業資格制度として設立された。しかし８０年代のサ ノチャー政権のもとでは，失業者対策

のなかに，ＮＶＱ取得を目的とした計画は組み込まれることはなかった。ＮＶＱの運用自体も ，

８０年代に必要とされた技能つまりＪＩＴなどが生産工程に導入され，それに対応できる技能育成

が中心的な課題となっていた 。

　これに対してブレア政権のもとでは，失業者対策のなかに職業資格であるＮＶＱの取得を目的

としたコースが位置付き ，さらにこの職業資格制度もそれまでのブルカラーを中心とした運用か

ら， これからイギリスにおいて特に必要とされるであろう技能，つまりＩＴ化に対応できる労働

能力育成が中心的な課題として運用されている。さらにブレア政権は，ＩＴ化に対応できる労働

力育成のため，学校教育のなかに初等教育からＩＴ対応のカリキュラムを導入するなど，今後必

要とされる技能形成を明確に意識した政策を実行している 。
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「みなし配当課税」の検討

立命館大学大学院経済学研究科博士課程前期課程２回生押田隆広

　我が国の現行税制上では，みなし配当は租税特別措置法による「利益による株式の消却」以外

は課税とされている。みなし配当とは，減資，解散，合併，増資等に際して株主等にその持分の

払戻又は新株の交付について，実質的に配当を行ったのと同様の経済的効果があると課税側が主

張し，課税の対象とされるものである。その発生形態は株主等に対して（１）金銭等の交付がある場

合と ，（２）金銭等の交付がない場合とがある。みなし配当規定により配当課税される場合と株式の

譲渡時に譲渡益として課税される場合とでは，（１）は所得の種類が変わるだけであるが，（２）は課税

の種類，課税時期，課税額も変わり ，問題視されている。第１節「みなし配当課税制度の概要」

では，みなし配当の発生形態を個々に取り上げ，沿革について述べた。第２節「株式配当の性格

と法人課税制度」では，法人擬制説 ・法人実在説の性格について述べた。第３節「課税論 ・非課

税論の検討」では，従来からの論争を検討し，非課税にする必要はないと結論つけた。以下，本

論文の議論のポイントを示す。¢現行の法人課税制度（法人擬制説 ・法人実在説）と二重課税調整

問題，　利益積立金額の資本組入れ等の段階で株主に対して経済的利益が発生しているか否か ，

　株主に経済的利益が発生しているのであれば，実現時に課税するのか未実現の段階で課税する

のか，＠実現時に課税すると二重課税調整はどうするのか

　まず¢については，法人を株主たる個人の集合体と考え，法人税は株主たる個人の所得税の前

取りであるとする法人擬制説の考え方によれば，二重課税調整の観点から，個人株主には配当控

除が，法人株主には受取配当金の益金不算入措置がそれぞれ講じられる。法人実在説の考え方に

よれば，法人を株主たる個人若しくは法人から独立した社会的給付実体であると考え，法人税は

法人自らの所得に課せられた税金であり ，二重課税調整の措置は必要ではない。みなし配当の問

題は，法人段階ですべての利益に課税し，その課税済の留保所得が株主に配当された場合，これ

に課税すると二重課税となることが基礎となっており ，法人擬制説を同１１提とする以上，二重課税

調整は必要となる 。

　次に　については，税法上は公平な課税関係を確立するため経済的実態に即した課税が求めら

れる 。つまり ，法人が得た利益のうち利益積立金額として留保された場合であっても ，それが株

主に帰属したと考えられる事実が生じたときには，通常の利益配当と同様の課税がなされる 。利

益積立金額の資本組人れが行われると株王勘定にあ った利益積立金額が法定資本に組み人れられ

るため，株主の法定持分に帰属したこととなり ，株主に対して経済的利益が発生したものとみる

ことができる。これは法人と株主の関係に関連してくる 。

　　については，未実現の段階で課税する根拠は，利益積立金額の資本組入れの段階で保有株式

の価値は資本金額の増加の範囲まで増加しており ，保有株式の価値の増加益に課税する考え方で

あり ，みなし配当規定を株式について生じる未実現の所得に対して課税する規定であるとみるも

のである。その政策的必要性として，会社の所得は資本に組み入れられると譲渡時まで課税され

ず不公平が生じる，会社の所得は利益積立金の部にととまっている限り ，事業上のリスクにさら
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されているが，資本に移されると株式の価値が増加する，の２つである。これに対して非課税側

は， 政策的必要性に関して，１重要なのは配当の可能性の有無ではなく配当の有無であり ，配当

を受ける株主とそうでない株主の間に何ら不公平はなく ，利益積立金を繰り越した会社の株主は

課税されず，資本に組み入れた会社の株主だけ課税されることの方が不公平である，２利益積立

金のうち利益準備金は配当に充てることはできないのでその積立段階で課税すべきこととなり留

保利益にも課税する奇妙な結果となる，３利益積立金を資本に組み入れることは，株式の価値の

増加とは関係なく ，未実現の段階で課税するのは不適当である，と反論する 。

　＠しかし，実現時点で株式譲渡益課税することになると ，二重課税の調整ができなくなる。非

課税側の主張１については，利益積立金が資本に組み入れられた場合，これを放置すれば，例え

は残余財産の分配等が行われたときにはその部分は譲渡収入となり ，配当控除又は受取配当金の

益金不算入制度を受けられず二重課税となる。２については，二重課税調整の観点からは分類は

配当可能’性の有無ではなく ，課税済利益の留保か否かにより行われ，利益準備金は課税済利益か

ら留保されたものであり ，利益積立金から別扱いする必要はない。このことも残余財産の分配等

に対する課税上は，利益準備金から成る部分も課税済利益からの分配金として配当課税が行われ

二重課税が防止される。３については，利益積立金額の資本組入れが行われると発行済株式１株

当たりの価格は上昇し，株式の価値の増加を認めることができ ，未実現利益の発生の有無は二重

課税調整の観点からは関係がない。二重課税調整の観点からは非課税側の主張はいずれも批判で

きる。重要なことは，配当二重課税排除の時期の決定である。利益積立金額の資本組入れが行わ

れた場合，利益積立金額からなる金額は配当とされるべきであり ，当該金額が譲渡所得課税され

ることは妥当ではない。両者は区別されるべきである。しかし，利益積立金の資本組み入れ後に

株式の譲渡が行われた場合，譲渡時に譲渡対価のうちみなし配当部分を明らかにすることは困難

である。そこで利益積立金額の資本組み入れ段階で，便宜上配当とみなして株主の帳簿価額を調

整しておくのである 。

　平成６年商法改正で自己株式の取得規制の緩和が実現し，平成７年の租税特別措置法一部改正

により ，利益による株式消却に係るみなし配当課税が凍結された。株式消却は，発行済株式数の

減少を通じた市場の需給ハランスの改善，投資魅力の向上が期待でき ，株価対策や株式市場の活

性化の観点からも効果があるとされるが，自己株式消却の効果が期待できる企業は業績 ・財務面

で優秀な企業に限られる。その代表的なトヨタ自動車を例にみなし配当課税と非課税の場合とを

比較検討した結果，非課税にしてもみなし配当課税されるはずであった税額は将来に譲渡益とし

て課税され捕捉される結果となっ た。 しかし，配当控除ないし受取配当金益金不算入を受けられ

ないため二重課税の調整を図ることはできない。自己株式消却の実施は，みなし配当課税の負担

が大きいため，困難とされるが，凍結の内容には，株式譲渡益課税とみなし配当課税の有利選択

も可能とあり ，仮に法人税法 ・所得税法の本則を改正して，みなし配当課税制度を廃止すれば ，

有利選択は困難となり ，二重課税の調整が行えなくなることは前述のとおりである。当該租税特

別措置を考慮してみたとしても ，Ｑ現行の法人課税制度が法人擬制説の立場を前提とし，配当所

得に二重課税調整措置が必要とされること ，　利益積立金の資本組み入れの段階で，株主に経済

的利益が発生しており ，　株式譲渡時では二重課税の調整ができなくなることから，税法上利益

積立金額の資本組入れの段階で配当があったものとみなして二重課税の排除を行うことは，将来

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７２）
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二重課税の排除ができないことに対処するための課税技術的な方法として妥当なものと考える 。
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大規模民営借家の供給抑制要因

立命館大学大学院経済学研究科博士課程前期課程２回生河崎紀成

　我が国の民営借家市場は，ワンルームマンションに代表される小規模民営借家が多く ，いわゆ

るファミリー向けの大規模民営借家の供給が少ない。この理由を明らかにすることは，今後の民

間賃貸住宅政策を考える上で重要な課題である 。

　大規模民営借家の供給が少ない理由として ，岩田（１９７７．。）や福井（１９９４）は借地借家法の存在

を指摘している。定住性が高く回転率が低い大規模民営借家には借地借家法による正当事由制度

や継続賃料抑制主義の判例が家主にとって働くため，借地借家法がない場合と比較して供給量が

減少するというものである 。これに対して森本（１９９３）（１９９６．。）は借地借家法によって大規模民

営借家の供給が抑制されているとすれば，小規模民営借家に比べて大規模民営借家の単位家賃が

高くなっているはずである。しかし実際にはそのような事実は確認できない。また，キャピタル

ゲイン取得期待，持家優遇税制，住宅金融拡大など持家を取得する方が大規模民営借家を借りる

よりも有利な状況であ ったことからも ，そもそも大規模民営借家に対する需要が少なかった。し

たがって，借地借家法が大規模民営借家の供給を抑制しているのではないという反論を行ってい

る。

　本稿の第１の目的は，このような借地借家法をめぐる論争を踏まえ，従来の論争において見落

とされていた点を明らかにすることにある。具体的には民営借家の回転率である 。

　借地借家法をめくる論争では，「大規模民営借家＝回転率低い」，「小規模民営借家＝回転率局

い」という削提であ った。これは大規模民営借家では琳要層がファミリー中心であるため定住性

が高まり ，小規模民営借家では学生など若年世帯が多く居住するため回転率が高まるという先入

観があ ったと考えられる 。しかし，このような該識を実証するデータは従来の論争において提示

されたことはない。そこで本稿では規模の増大に伴い民営借家の回転率が低下するか否かを検討

課題とした 。

　回転率を正確に把握するには，民営借家居住世帯を対象に膨大なサンプル数の住み替わりを長

期間に渡り計測する必要がある。これを現実に行うのは不可能であるため，我が国では回転率を

示すデータは存在しない。そのため，長谷川 ・山島（１９９９）により提案され計測された民営借家

定住率の測定値をもとに，大規模民営借家の回転率が小規模民営借家に比べて相対的に低いかど

うかを確認した。その結果，規模の増大に伴い回転率が低下するということは観察されなかった 。

　以上から，借地借家法仮説により大規模民営借家の供給抑制を論ずるのは誤りである。なぜな

ら， 借地借家法仮説を王張する論者は，借地借家法による正当事由制度や継続賃料抑制王義によ

って「貸した住宅が長期問に渡り返還されないことや継続賃料の値上げが困難であることから ，

家主は定住性の高い大規模民営借家の供給を抑制する。逆に回転率の高い小規模民営借家は借地

借家法の影響が少ないため供給が抑制されない」と論じている ，しかし，民営借家の同転率を検

討したた結果，大規模民営借家と小規模民営借家の回転率は同程度であることがわかった。した

がって，借地借家法仮説は現実を上手く表現する仮説とは考えられないのである 。
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　そこで本稿の第２の目的は，借地借家法仮説に代わる大規模民営借家の供給抑制要因を探るこ

とにある。具体的には公的借家と給与住宅の影響である 。

　民営借家の需給量に影響を与える要因として，（・）民営借家以外の財（公的借家 ・給与住宅）の影

響，（ｂ）家計の所得，（・）家計の嗜好，（ｄ）制度的要因，（・）生産技術や建設費の変化などが考えられる 。

住宅金融拡大，持家優遇税制，ギャビタルゲイン取得期待やそれに伴う持家志向は（ｂ）または（・），

借地借家法仮説は（ｄ）に相当するだろう 。これらが誤りであるのは本稿あるいは論争においてすで

に明らかにされている 。また（・）が大規模民営借家の供給量が少なく ，小規模民営借家の供給量が

多いという主要な要因とは考えにくい。なぜなら，生産技術や建設費の変化は大規模民営借家と

小規模民営借家の両方に画程度の影響を与えると考えられるからである。したがって，本稿では ，

これまで大規模民営借家の供給抑制要因として検討されることのなかった，（・）民営借家以外の財

の影響について考察することにした 。

　借家の供給主体は民間だけではなく ，政府 ・地方公共団体による公的借家，企業による給与住

宅がある。そこで，○大規模民営借家の存在の上に公的借家 ・給与住宅が供給される揚合と ，　

公的借家 ・給与住宅の存在の上に大規模民営借家市場が形成される場合という２つの極端なケー

スを考える。その結果，後者では大規模民営借家の供給抑制要因として働くことが明らかになっ

た。 さらに，所有関係別の所得水準を検討することにより ，我が国において　に当てはまるのは

公団公社 ・給与住宅であることが明らかになった。以上の考察をもとに公団公杜 ・給与住宅がど

の程度大規模民営借家の供給に影響を与えているかを検証すると ，公団公社 ・給与住宅のストソ

ク数が減少すれば，大規模民営借家のストック数が大幅に増加することが観察された 。

　したがって，公団公社 ・給与住宅は大規模民営借家と競合関係にあり ，これが我が国の大規模

民営借家の供給抑制要因であるという結論を得ることができた 。

　最後に，本稿では資料の制約上，局地的な公団公社 ・給与住宅の影響を検証することができな

かった。住宅は建設された土地に固定されるため，他の財と違い移動させることができない。そ

のため，周辺環境や立地条件が場所によって大きく異なり ，これは同一特性を持つ住宅市場が狭

い範囲に限定されることを意味している。したがって，例えば通勤時間が同じような場所におけ

るミクロデータを使用することや，公団公社 ・給与住宅がなくなったため，大規模民営借家が新

たに建設された事例をみることも必要である。このような詳細な分析は今後の課題である 。

　本稿の構成は以下の通りである 。

　１章では大都市圏における民営借家の規模がどのような水準にあるかを検討した。その結果 ，

民営借家の規模は持家に比べて著しく小さく ，大規模民営借家の供給が少ないことが確認された 。

　２章では大規模民営借家の供給が少ない理由として指摘されている借地借家法仮説を批判的に

検討するため，まず２ －１ ．において，借地借家法仮説の代表的論者である岩田（１９７７．。）と福井

（１９９４）を取り上げ，借地借家法がどのように大規模民営借家の供給抑制要因として働くのか 。

その考え方を述べた。続く２－２ ．において，借地借家法仮説批判の代表的論者である森本

（１９９３）（１９９６．・）を取り上げ，どういう点を批判の対象にしてきたのかを論じた。２－３ ．では

民営借家の回転率を検討した。その結果，大規模民営借家の回転率は小規模民営借家に比べて相

対的に低くないことが観察された。以上により借地借家法仮説は誤りであることを論じた 。

　３章では大規模民営借家の供給抑制要因として公的借家（公営，公団公社）と給与住宅の影響を
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考察した。まず，公的借家 ・給与住宅がどのような場合に供給抑制要因として働くのかを論じ ，

我が国ではそれが公団公社 ・給与住宅において当てはまることを明らかにした。さらに公団公

杜・ 給与住宅がどの程度，大規模民営借家市場に影響を与えていたかを検証した 。

　最後に．では本稿で得られた新たな知見と今後の課題を述べた 。
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戦後台湾の経済成長と中小企業の役割

　　　　１９８０年代電機 ・電子産業部門における中小企業の輸出メカニズム

　　　　　　　立命館大学大学院経済学研究科博士課程前期課程２回生白坂智弘

　戦後台湾経済を論じる上で，輸出の拡大を抜きにその成長は語れない。とりわけ１９７０年代後半

から８０年代中頃のＧＤＰに対する財 ・サービスの輸出比率は５０％を越えていた 。

　このような事実は開発政策の転換にその要因が求められる 。すなわち１９６０年代以降に「輸入代

替」政策の行き詰まりから，台湾では「輸出志向」政策に変更を試みた 。

　さらに輸出の問題に関連して議論を進めると ，その担い手に注目が集まる。それは台湾経済が

輸出の拡大によって大きく牽引された１９８０年代において，中小企業による輸出が全輸出の約半数

を越えていたのである。台湾の中小企業はいかにして輸出企業として成長しえたのであろうか 。

その背景にある中小企業の輸出メカニズムを具体的に明らかにすることが本稿の目的である 。

　第！章では台湾中小企業の成長について既存の研究成果をまとめる 。そこでは「市場」か「政

府」というテーマにもとづき ，世界銀行と劉進慶らの二つの意見に分類される 。しかし両者とも

中小企業の成長要因について，ある面では共通の立場にあることが明らかとなった。第２章では

電機 ・電千産業部門に焦点をあて，中小企業の成立を述べる。同産業部門の中小企業は，戦後の

農地改革と外国資本の導入をその成止契機としている。第３章ではパソコン製品を一例として ，

中小企業の輸出メカニズムを実証的に明らかにする。台湾中小企業によるパソコン輸出の拡大は ，

中小企業による柔軟な供給システムと ，さらにそのシステムが文化的側面に支えられていたこと

カジ主目される
。

　１９８０年代の中小企業による輸出は全体の６０％前後であ った。この事実に対して既存の研究は ，

市場か政府のテーマにもとづく見解にまとめられる。例えば世界銀行は，台湾の中小企業が輸出

で成功したのは開発政策の転換にくわえて，ミクロレベルでの中小企業政策の効果とみる 。他方

では劉進慶，徐昭彦，ならぴに石田浩によれは，台湾の中小企業は政府の「政策的保護のない放

任状態で」輸出企業として成長したものと理解し，彼らは中小企業向け政策に対して，否定的な

評価を示している 。

　実際に中小企業政策の変遷をみると ，１９６０年代と比べて１９７０年代以降は法制化を通じて政策が

充実していることが確認される。しかしながらその効果が問題となる 。１９７０年代後半から８０年代

前半までの中小企業の資金調達先別借入金の構造では，金融機関からの借入れが同期問平均で

６７ ．８％，非制度金融からの借人れは３２ ．２％であ った。劉進慶はこのデータをふまえて，台湾中小

企業の成長は政府の政策との関係が弱いとみる。しかし同じデータからは，金融機関からの借入

れを積極的に評価することが可能で，それは世界銀行の見解を実証的に裏づけることにもなる 。

　このような立場の違いは，双方の理論的背景にもとづくと考えられる。すなわち世界銀行は新

古典派経済理論にもとづいて，一方の劉進慶らは二重経済論を分析アプローチとして採用してい

る。 しかしながら彼らの理論的背景では，中小企業の輸出拡大要因について具体的な構図を明ら

かにすることはできない。それは両者に共通する理論的問題として，さらには市場か政府の問題

設定自体へも疑問符がつけられる 。
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　具体的に台湾の中小企業による輸出は，海外からの注文生産を基本としている。依頼主からの

注文は一定期問内に中小企業でも生産可能な数量であり ，したがって彼らの輸出においてｒ市

場」の性格がいかに重要であるかが理解される。また市場の変化に応じて，中小企業が相互に結

びつくことでｒネ ットワーク」が形成され，さらには海外からの注文に中小企業がタイムリーに

供給できるのも ，それらが制度的要因に支えられているからである。したがって，これまでの先

行研究とは異なる分析アプローチが必要とされる 。

　台湾中小企業の成立は，農地改革と外国資本の導入にその契機が求められる。戦後台湾では３

回に分けて農地改革が実施された。その結果，戦後台湾では自作農が増大し，農業部門の生産性

の向上と過剰労働力が蓄積された。この堆積した労働力を吸収するのが，１９６０年代以降に流入速

度を速めた外国資本である 。１９５２年から８０年までの（技術提携を含めて）外国資本の流入は，産業

別でみると電機 ・電子部門に集中し，（華僑以外の）外国人による電機 ・電子産業への投資は金額

にして全体の４８％を占めていた。台湾の労働者はこれを機会に技術を習得し，１９７０年代からある

特定の地域に自らの企業を起こすことになる 。

　たとえば台湾電子工業同業会の資料によれば，同会員の電子部品メーカーの約８０％が台北県 ・

台北市を中心として北部地域に集中し，それら部品メーカーの約９０％が３００人未満の中小企業で

あった。すなわち，特定の地域に中小企業が数多く集中する「産業集積」といえる 。

　産業集積についての特徴は次のようにまとめられる。第一に文化的背景を基調とするｒ地域」

に根ざしていること。第二に比較的狭い空間に企業が集まることにより ，外部経済効果が発揮さ

れること 。そして最後に注目すべきはｒフレキシビリティな生産」であり ，海外からの注文内容

に応じて，その生産に参加する「専門化」された企業数が変動することで「柔軟に」生産する仕

組みが構造的に形成されている 。

　１９８０年代の第１位の輸出産業は，繊維産業から電機 ・電子産業へと入れ替わる。具体的には ，

パソコンの輸出拡大が大きく寄与したものと考えられ，そこでの中小企業による輸出が注目され

る。 実際に，通信用電子製品輸出額について上位２０社（大企業）の輸出額は１９８４年には全体の

８２４％を占めたものの，８５年には７４４％，８６年の５７４％へと下落し，１９８８年には大企業による輸

出は５３．７％までその比率を下げている。裏返せば，通信用電子製品の輸出について，中小企業に

よる輸出比率が逆に高まっ ているものと理解できる。したがって，ここでは通信用電子製品とし

てパソコン製品を例に，中小企業による輸出が拡大した要因を明らかにする 。

　第一に問題となるのが輸出それ自体にある。ここでは中小企業により製造された製品が，国内

ではなく世界市場で販売されることに注目しなければならない。台湾の中小企業は受注生産を通

じて製品「市場」の情報を入手するとともに，世界市場で販売可能な製品の品質と価格の問題を

克服することができた。また受注生産に関連して受注量が問題となる。中小企業は大企業に比べ

て設備規模が小さいことから，一定期間に製造可能な量は少量に限られる。実際，台湾中小企業

によるパソコン生産は一回あたりの注文数の少ない小ロット生産であ ったといわれている 。

　第二に前述の受注数量の問題とともに，受注製品それ自体の内容変化に対応することが重要と

なる。それら課題に対処するのが各企業間の分業であり ，それはまた「産業集積」の内部構造で

ある。ちなみに忘れてはならないのが仲介業者の存在であり ，台湾では数多くの中小商社が確認

され，調整役として大きな役割を担っている 。
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　集積外部からの圧文に応えるｒ分業」とは中小の独立企業が一時的なクループを形成し，海外

の買い手から注文を受けた製品組み立てを協力して行うのである。そこではグループ内の一番大

きな企業が基本的には最終的な組立工程を担当し，注文数量や製品の複雑さに応じて，各企業が

完成品の一部分を下請けで組立生産する。Ｂレウィ＝Ｗクオによれは，台湾のパソコンメーカ

ーの中には，独立の商社からすべての部品を調達するばかりではなく ，プリント済みの集積ボー

ドに電子部品を組み込む作業や，キーボード組立作業において極めて重要な工程を下請け生産す

る中小メーカーがあ ったといわれる 。

　したがってパソコン製品の事例から，それぞれの中小企業が得意とする特定の作業工程を担 っ

ていることが明らかである。それは言い換えれば各企業が「専門化」することで，外からの注文

に対してタイムリーに生産し供給に応じていることを意味する。また，そうした工程上の細分化

にもとつく「専門化」は初期投資を少なくさせ，注文数量の問題にくわえて，中小企業の創業と

その後のフレキシブルな生産活動を大きく支えるのであ った 。

　そして各中小企業を支援するのがｒ生産およびマーケティングに関するネ ットワーク」とｒ投

資ネ ットワーク」である。前者のネ ットワークは，事業主に生産する製品を配分するとともに ，

その生産についてパートナーを提供し，注文量に応じる機構である。そこで中小企業の事業主は ，

注文を受けた製晶の製造方法と販売についての情報を低コストで入手することが可能となる。後

者の投資に関するネ ットワークは，中小企業が政府系銀行や在台の多国籍企業のように国外の資

金に頼れないことにその出発点がある 。台湾の中小企業は，大部分の資金を無担保ローンを通じ

てインフォーマル ・セクターから借り受け，事業の円滑化を図るのである 。そしてこれら二つの

ネットワークを総括するのが，人的つながりとしての，Ｇ．ハミルトンのいう「関係（グァンシ

ー）ネ ットワーク」である 。

　ここでの「関係」とは「特定の個人と個人の間に存在するなんらかの特殊な結びつきを意味」

し， 台湾中小企業が地縁 ・血縁にもとづくアイデンティティを共有することを経済的な取引の基

底においている。したがって「関係ネ ットワーク」における「個人」とは，「西洋のような対自

化された強い自己」ではなく ，「日常的な可視的関係」の中に組み込まれた「自我」を目１」提とす

ることから，いわば西洋とは異なる伝統的な価値体系にもとづいた中小企業の営利活動といえる 。

　さらにはその地縁 ・血縁にもとづくｒ関係」はｒ華人ネ ットワーク」として国外へと拡がり ，

中小企業の輸出に大きな機能を果たすのであった。実際に黄欽勇によれば，１９８０年代に台湾中小

企業によるパソコンの輸出が成功したのも ，それはアメリカ在住の華人販売業者が活躍したこと

を指摘する 。

　したがって１９８０年代後半に台湾中小企業によるパソコン製品の輸出が拡大したのも ，それは市

場の特徴として小ロットの受注生産であ ったことにくわえて，市場の変化に対応するフレキシブ

ルな生産構造に支えられたからである。さらには，その構造内部の企業間の結ぴつきが，地縁 ・

血縁にもとづく文化的側面に強く支えられていたことは，ｒ市場」が社会の中に埋め込まれてい

たこと（Ｅｍｂ．ｄｄ．ｄｎ。。。）を意味する
。

　本稿では台湾中小企業の輸出メカニズムを構造的に明らかにしてきた。そこでは外国資本の導

入に伴う ，技術的習得機会に恵まれた中小企業が海外からの注文を起点に，中小企業がその注文

内容に応じて，互いに協力して行うフレキシブルな生産が確認された。またこのような生産シス
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テムは，伝統的価値観にもとづく「関係ネ ットワーク」に強く支えられ，それは国内のみならず

海外へと拡がる「華人ネ ットワーク」として，台湾中小企業の輸出拡大に大きなプラスの効果を

もたらした 。

　既存の研究成果では，世界銀行の立場と劉進慶らの見解に一つの終着点をみるが，彼らは中小

企業の輸出要因を構造的に明らかにすることはできなかった。なぜなら劉進慶らの「二重経済」

論では「過度に社会化された（ｏ。。ト。ｏ．１．１１。。ｄ）」階級モテルにもとづくために，中小企業の相互

連関を具体的に明らかにする分析アフローチをもちえなかったからである。また世界銀行は新古

典派経済理論にもとづき ，彼らの「過小に杜会化された（Ｕｎｄ。ト。。。。。１１。。ｄ）」基本モテルでは，中

小企業の営利活動が伝統的な文化的側面に支えられていたことを説明することはできなかった 。

　いずれにせよ ，台湾経済において今後とも中小企業が大きな役割を果たすものと予想される 。

ただし本稿で明らかにした中小企業の営利活動が引き続き ，旧来からの「伝統的」な文化に支え

られるとすれば，それが台湾社会の発展，さらには世界全体の発展に向けて望ましいものといえ

るか疑問の残るところである 。
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中小企業の事業承継支援税制の拡充に関する研究

　　　　非上場株式の評価に焦点を当てて

　　　　　　　立命館大学大学院経済学研究科博士課程前期課程２回生谷　孝浩

　構造的不況に陥っている日本経済が，構造改革を推進し経済再生を図る上で，大企業よりも ，

機動性，柔軟性を有する中小企業の活躍に大きな期待が寄せられている。しかし，事業経営者が

死亡した場合の相続税負担が，中小企業の後継者への円滑な事業承継の阻害要因となっている 。

特に換金性のない非上場株式の評価については，従来から問題があるとされてきた。そこで，非

上場株式の評価のあり方を中心として，事業承継時における相続税課税の改革の方向性を明らか

にするのが，本稿の目的である 。

　第１節の「日本経済における中小企業観の転換」では，中小企業論的視点から，中小企業の重

要性と期待される役割を明らかにした。日本は中小企業の国であるといわれており数多くの中小

企業が産業集積を形成し，その集合体としての集積が全体として個々の企業の単純和を超えた効

果， 機能をもっている。中小企業の巨大な集合が少数の大企業が集まっただけではおよびもつか

ない複雑な機能を果たし，また柔軟に変化していくことにより ，経済発展に寄与してきた。さら

に昨今は，日本経済が構造改革を推進する上で，大企業に比して機動性，柔軟性を有する中小企

業に大きな期待が寄せられている。ところが近年，中小企業の廃業率が開業率を上回り ，開廃業

率の逆転現象が生じている。こうした状況の下，９９年５月 ，中小企業政策審議会答申が公表され

たが，そこでは，経済的弱者とする従来の中小企業観とは１８０度異なり ，中小企業を「日本経済

のダイナミズムの源泉」として積極的な役割が期待される存在と位置づけられている。このよう

な中小企業を税制の面から支援するためにも ，事業承継支援税制の拡充が急がれるべきであると

考える 。

　第２節の「事業承継税制とその問題点」では，相続税の課税理念と ，相反する事業承継税制の

理念について論じ，中小企業の事業承継に対する相続税課税の問題点を明らかにした。相続税の

課税理念は「財産承継」であり ，私的財産を死亡時に清算し社会に還元するという ，一般個人の

相続財産に対する課税の理念としてはそれなりに妥当性を有するが，コーインク ・コンサーンと

しての永続性をもっ て事業経営を行わなければならない事業承継に対する課税の理念としては ，

きわめて妥当性を欠いている。従来から，相続税が中小企業の事業承継に及ぽす実態が把握され

ていないという批判があ ったが，９９年１２月に大蔵省から公表された『事業経営者に係る相続税の

実態調査』における納付税額及ぴ税負担割合から，事業承継時の相続税負担が過大となっている

のが明らかにされた 。

　第３節の「非上場株式の評価」では，株式評価の基礎理論と評価方式の諸類型について議論を

展開した上で，日本とアメリカの評価方式を比較検討し，日本の相続税評価方式の歪んだ現状を

明らかにした。株式評価を論ずる際には，求めるべき価値は何であるかという価値論が展開され

るが，非上場株式の評価については，保有主体の要素を考慮した客観的価値により ，評価すべき

である。非上場株式の評価方式としては，種々の方式が存在するが，日本の相続税においては ，

「類似業種比準価額方式」，「純資産価額方式」，「配当還元価額方式」の三方式が採用されており ，
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『財産評価基本通達』に基づいてこれら三方式により ，画一的にその評価額が計算される 。これ

に対し，アメリカの連邦遺産税では，個々の事案ことに，納税者の判断により例示されているい

くつかの関連評価要素を考慮して評価される。非上場株式は換金性のない財産である以上，その

評価方式を硬直化させるのは妥当ではなくアメリカ方式の方が優れているといえよう 。そもそも ，

非上場株式の評価は，国会の審議を必要としない通達によって規定されているが，国税庁が独自

に改正することができ ，確固たる事業承継の理念とは乖離した状況にある 。さらに，類似業種比

準価額方式において，評価会社と類似会社との類似性が担保されていないという問題や純資産価

額方式は企業の継続を前提としていないという問題もある 。

　第４節の「事業承継税制拡充の必要性とそのあり方」では，中小企業と農業に対する事業承継

税制とを比較検討した上で，中小企業の事業承継税制の必要性を明らかにし，「多元的総合的評

価システム」と「納税猶予制度」を提唱した。事業承継税制問題は，当初，農業の問題として提

起され，７４年に農地については納税猶予制度が設けられ，その後，他の事業部門からも ，事業承

継支援制度の導入を求める声が強くなったのである 。たしかに，確固たる根拠なく事業承継の故

に， 特別扱いをすることは，市場に政府が介入することであり ，市場原理主義の見地からは効率

性を阻害し，むしろ新たな不公平税制を生み出してしまうことにもなりかねないとする見解もあ

る。 しかし，市場原理王義はけっして万能ではなく ，日本経済を再生させるための構造改革を推

進する上で，ダイナミズムの源泉として重要な中小企業を政策により保護することはやはり必要

であろう 。中小企業の円滑な事業承継を可能とすることは，社会全体の利益の向上に繋がると考

えられる 。そこで，中小企業の事業承継税制として，非上場株式の評価に収益還元方式を導入し

た上で「多元的総合的評価システム」を構築するとともに，相続税の納税猶予制度の創設を提唱

する。事業承継時における非上場株式の取得は経営参加に目的があり ，企業の継続を目１』提とした

企業収益力に最大の関心がおかれており ，その取得の目的に応じて評価する収益還元方式が最も

妥当性が高い。そこで，現行の評価方式に加えて，収益還元方式を導入した上で，類似業種比準

価額，純資産価額，収益還元価額，配当還元価額の四方式について，個々の事例に応じたウェー

トを付して評価する多元的総合的評価システムを提唱する 。

　農業については農業基本法により ，国家の政策として家族農業経営の細分化の防止が定められ

ており ，納税猶予制度が設けられているが，中小企業の事業については，そのような実定法上の

規定は存在しない。しかし，日本経済のタイナミスムの源泉としての中小企業の事業承継を円滑

化させるために納税猶予制度を設けることは，社会的にも意義があると考えられる 。たしかに ，

全ての中小企業に対し，納税猶予制度を適用するのは弊害が多いだろう 。国家的，杜会的立場か

らその存続が必要とされる中小企業に限って，適用すべきである 。その区分は，複雑な問題であ

り今後の議論を必要とするが，例えば，イノベーシ ョンの担い手としての活発性，雇用創出に果

たす役割，環境保全に対する配慮等の中小企業に期待される役割を考慮して，決定すべきであろ

う。

〔主要参考文献〕

＜書籍＞

・青山和正『解明中小企業論』同友館，１９９９年
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・有田辰男『戦後日本の中小企業政策』日本評論社，１９９０年

・井口幸英『中小企業の事業承継と税務』中央経済社，１９８３年

・伊丹敬之，松島茂，橘川武郎編『産業集積の本質』有斐閣，１９９８年

・大蔵省王税局『事業経営者に係る相続税の実態調査』１９９９年１２月

・大野正道『中小会社法の研究』信山出版社，１９９７年

・大野正道『企業承継法の研究』信山出版杜，１９９４年

・金子勝『セーフティーネ ットの政治経済学』ちくま新書，１９９９年

・北野弘久『現代企業税法論』岩波書店，！９９４年

・佐和隆光『市場主義の終焉』岩波新書，２０００年

・清成忠男，田中利見，港徹雄『中小企業論』１９９６年

・塩崎潤『この頃の中小企業の承継と相続税を考える』今日社，１９９３年

・関俊彦『株式評価論』商事法務研究会，１９８３年

・高橋義雄『非上場株式の評価　鑑定の理論と実務』清文社，１９９４年

・建部好治『上場　非上場株式評価の基礎理論と具体例』２０００年

・富岡幸男『中小企業の事業承継と税制』ぎょうせい，１９８２年

・中小企業庁計画部振興課編『事業承継と相続税』同友館，１９８３年

・中小企業庁『中小企業政策審議会答申』１９９９年９月

・日本公認会計士協会編『株式等鑑定評価マニュアル』１９９３年

・日本商工会議所『事業承継円滑化のための税制措置に関する要望』１９９７年～１９９９年分

・畑下辰典，沖見圭祐，堤哲，西浦康邦共著『非上場会社の株式評価』清文社，１９７８年

・本庄資『アメリカ税制ハンドブック』東洋経済新報社，１９８７年

・右山昌一郎『事業承継対策』中央経済社，１９９６年

・右山昌一郎『改正事業承継税制』同友館，１９８３年

・水野正一編『資産言寧税の理論と課題』税務経理協会，１９９５年

・八ノ尾順一『経営者のための自杜株式評価と事業承継対策』財経詳報社，１９９１年

・山田淳一郎『自己株式取引の法律 ・会計　税務』中央経済杜

・吉松希四郎『事業承継の税務一事業 ・財産の譲り方の実務一』大蔵財務協会，１９８３年

〈雑誌論文＞

・江頭憲治郎「取引き相場のない株式の評価」『法学協会百周年記念論文集第三巻』法学協会，１９８３年

・金子宏，尾崎護，宮島洋「特別対談税制改革の課題と方向」『税経通信』２０００年１月号

・川中正太郎「中小企業事業承継税制に関する報告書について」『商事法務』１９８１年６月号

・河本一郎，江頭憲治郎，生田治郎，中祖博司，川口勉，新井喜太郎「非公開株式の評価をめぐる問題」

　　『別冊商事法務』１９８８年Ｎｏ． １０１

・小池正明 ．「相続税制の問題点と改革の視点」『税研』２０００年９月号

・坂本光司「中小企業基本法改正の方向と企業継続支援税制の視点」『税理』１９９９年Ｎｏ． １４

・品川芳宣「財産評価基本通達改正の背景とその論点」『税理』２０００年Ｎｏ． １０

・武田昌輔「中小企業事業承継税制に関する報告書の問題点について」『会計』１９８１年１０月号

・田中一穂ｒ資産課税を巡る諸問題について」『租税研究』２０００年６月号

・富岡幸男「事業承継税制の歪んだ現状とその改革展望」『経理研究』２０００年４３号

・原口孝「事業承継等に関するアンケート調査結果について」『税経通信』２０００年２月号

・山田卓司「中小企業における事業承継等に関する一考察」『商工指導』１９９９年Ｎｏ． ４６５－１

・山本守之「非公開会社の株式評価に関する法人税基本通達の変遷」『税理』１９９４年Ｎｏ． ３
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フリンジ ・ベネフィット課税の現状と課題

　　　給与住宅家賃に対する課税を中心として

　　　　　　　立命館大学大学院経済学研究科博士課程前期課程２回生　田　端　美穂子

　税制のあり方を示す最も重要な租税原則は，一般に「公平」「中立」「簡素」の３点に集約され

る。 なかでも ，公平な税制を遵守するためには課税べ一スを広く取り ，これが侵食されない税制

が施行されなければならない。ところが我か国で課税べ一スが侵食され，その結果もたらしてい

る例はいくつかあるが，その中に一般に現物給与と称されるフリンジ ・ベネフィット（以下ＦＢ

と略す）への課税問題がある。ＦＢ課税の問題点の指摘は従来からされているが，にもかかわら

ず， 現在に至るまで未だ抜本的な改革が実現しておらず，現行税制では実質的に垂直的 ・水平的

不公平をもたらしている。そこで本稿では以上の問題意識をもっ てＦＢ問題に関する従来の論文

の論点を整理し，その限界を探ると共に，実行可能性を有した改革案を具体的に提示し，改革案

実行後に予想される効果を検討した 。

　第１節ｒＦＢ課税についての先行研究」では，今までに議論されたＦＢ課税に関する問題点と ，

その結論について検討した。１ ．ＦＢの概念，２ ．ＦＢの現状と変化，３ ．ＦＢ課税の現状，４ ．

現行ＦＢ税制の問題点，５ ．ＦＢタックスの５つの論点にまとめられる。その結果，従来の論文

では¢ＦＢは春闘で決定される賃金とは異なり企業の裁量により決定されるため，企業規模問 ，

業種間，所得階層別により水平的，垂直的格差が存在すること 。　ＦＢによる報酬の支払いは現

金給与による支払いに比べ，従業員の企業への帰属意識を強め，転職を抑制する効果をもつため ，

労働力の流動性を阻害するなど，経済に与える影響が大きいこと 。　ＦＢは我が国の現行税制上 ，

包括的に所得とみなし，課税されるべきであるのに実際はそのほとんとが非課税であり ，租税回

避， 税収漏れの原因となっていること。　課税べ一スの侵食問題への対応，公平な税制の構築 ，

資源配分の効率性を保つためにＦＢ課税は強化されるべきであること。以上の４点については論

者全体で共通しているが，　個人所得課税と法人課税のどちらを採るべきかという議論について

は， 見解は一致していない。すなわち，法人への課税は徴収コストを低く抑えることが可能であ

り， 徴収方法としては簡便であるから法人企業に課税するという見解と ，企業課税方式では受益

者間の不公平是正に不十分であることから不適格であるという意見があり ，後者のほうが有力で

あるということが明らかとなった 。

　既存の論文では以上の論点が議論されているにもかかわらず，なぜ現行税制では非課税放置さ

れているのかが明らかにされていない。しかも ，理想論，一般論に終始し，実行可能性のある改

正案が示されていなかったこと，課税強化されることによるメリットの大きさが具体的に示され

たものがないために説得力に欠けていることを示した 。

　第２節「ＦＢ課税改革困難の理由」では，第１節で検討したような問題点が，多くの社会科学

者により議論されているにもかかわらず，なぜ未だに抜本的な改革が実行されていないのかを探

った。その原因としては次の５点が指摘できる。第１に，ＦＢは，評価が困難なものや，評価は

容易だが換金性や選択性に乏しいもの，受給者にとって経済的価値は高いが支給者にとって追加

的費用を要しないもの等，個別に異なる特質を有していることが多いことからその受益額の評価
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が困難であるため，これに起因する不公平の存在を全給与所得者自身が認識できていないこと 。

第２に，ＦＢ非課税であることにより ，従業員（社会保障税，所得税負担の軽減），企業（労働費用の

削減，所得制限の回避，従業員の定着率の向上），政府（徴税実務上の困難性，特定の産業への悪影響，政

策立案に関与する公務員がＦＢから受ける便益が非常に大きいこと）それぞれにメリットが存在するこ

と。 第３に，ＦＢ課税を強化するということは給与所得に関して現行以上にさらに捕捉率を高め ，

給与所得者に税負担の強化を強いるものであるから，クロヨン問題を意識する給与所得者の圧倒

的多数の同意を得る必要があるが，そのためには，自営業者，商工業者，農民等の所得捕捉率を

根本的に引き上げることが不可欠となり ，現行徴税技術体制の抜本的な改革や給与所得者の申告

納税問題にまで波及せさるを得ない。しかし，このことは源泉徴収のメリノトに大きく依存して

いる現行体制を根底から揺るがせることになりかねない。第４に，政策目的にかなう特定の給付

（従業員持株会の育成，個人年金制度の拡充等政等目標の実現にＦＢの提供が役立つ場合には，政府は税収が

減少してもＦＢ課税を優遇する）があること 。第５として，こうした限界を突破する改革を促進す

る大きな社会的勢力が存在しないことが考えられた 。

　第３節「ＦＢ税制の設計」では，現行制度の改正すべき点を挙げ，特に給与住宅に関して具体

的に改革案を示した。¢ＦＢの評価方法は受給者価値基準法，コスト基準法，時価基準法，標準

価値法の４つの水準からそれぞれＦＢの性質により計測すること ，　課税方法として，主要な

ＦＢ項目は具体的に取り扱い方法を規定するポジ　リストを併用した，ネカ ・リスト方式を採用

すること ，　徴収方法は，個人所得課税 ・源泉徴収納税とすることを挙げ，給与住宅に関しては

現行制度の給与住宅家賃の基準となる固定資産税評価額と ，所得税基本通達の見直しが必要であ

ることを明らかにした。また，それらの改正案は将来的に我が国で実行可能性のあるものかを検

討すべきであり ，担税者の納得を得るためにも実際テータによる具体的な数値の算定が必要不可

欠であることが分かった 。

　最後に，住宅統計調査報告のデーダよりＦＢ課税強化が，実行できればどれほど多くの効果が

あるのかを算定した。給与住宅と一般住宅における家賃の差は，年問総額１兆４０００億円であり ，

給与住宅は選択の制限や労働市場での移動性の制約等，不効用をもたらすことを考慮し，その８

割をＦＢとして捉えると ，１兆９００億円の便益があると考えられる。社宅を供与しうる企業にお

ける従業員の平均給与額は，標準世帯の平均給与額を上回ると考え，限界税率を２０％と仮定する

と， ２１８０億円の税収増が見込まれる。これを再分配（定額減税）すれば，給与所得者全体に恩恵

がある，これにより ，給与所得者に対し，具体的な数値から説得力のある課税強化案を提示でき

た。 ＦＢ捕捉についての納得を得，実行可能性を有し，所得税の持つ所得再分配効果を高めるこ

とができる改革案であることが実証された 。

　以上の考察により ，現行税制によるＦＢ課税が回避された状態を改善し，我が国における所得

税制が多種多様なＦＢを，確実に所得として捉えることができる公平性を備えた税制にされなけ

ればならないと考える 。

〔主要参考文献〕

＜雑誌文献＞

石島弘「フリンジ ・ベネフイットの課税問題」『税経通信』第１４４巻第５号，１９８９年５月 。
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石島弘「フリンジ ・ベネフィットー現物給与の検討を中心として一」『租税法研究』第１７号，１９８９年１０月 。

石島弘「租税法から見たフリンジ ・ベネフィット課税」『税経通信』第１４５巻第１４号，１９９０年１１月 。

石島弘「わが国フリンジ ・ベネフィット課税の問題点と課税方法の検討』『税経通信』 ，１９９４年１２月 。

井出文雄「税制体系の見直しと基本理念」『税経通信』第１４０巻第７号，１９８５年７月 。

伊東稔博ｒ従寒員に対するフリンジ ・ベネフィット課税」『税経通信』第１４５巻第１４号，１９９０年１１月 。

牛島正「公平 ・中立 ・簡素と消費税の見直し」『税経通信』第１４０巻第２号，１９８５年２月 。

内川澄男「福利厚生費の調査と隣接税務」『税経通信』第１４９巻第１５号，１９９４年１２月 。

石山昌一郎「給与としない経済的利益」『税理』第２７巻第１号，１９８４年１月 。

大浦一郎「諸外国の実施状況　ニュージーランド ・オーストラリアの場合」第１５６巻第１４号，１９９５年１１月 。

菊池幸雄「カフェテリアプランの税務上の取扱いについて」『税経通信』第１５１巻第２４号，１９９６年１２月 。

吉良実「経済的利益の供与課税をめぐる最近の動向とその行方」『税理』第３３号，１９９０年３月 。

五嶋陽子「アメリカにおけるフリンジ ・ベネフィットと税制」『三田学会雑誌』第８９巻第３号，１９９６年１０

　　月 。

斎藤奏ｒ土地の貸借」『税経通信』第１４７巻第１２号，１９９２年１０月 。

柴田秀樹「資産の譲渡 ・譲受け等」『税経通信』第１４７巻第１２号，１９９２年１０月 。

渋谷雅弘「税務審議一交際費課税のあり方一」『税研』 ，１９９８年 。

杉尾充茂「フリンジ ・ベネフィットを巡る事実認定事例」『税経通信』第１４５巻第１４号，１９９０年１１月 。

鈴木雅博「福利厚生費の損金性」『税法学』第５３８号，１９９７年４月 。

武田昌輔「交際費課税のあり方」『税経通信』第１４０巻第７号，１９８５年７月 。

武田昌輔「フリンジ ・ベネフィット課税を巡る問題点」『税経通信』第１４５巻第１４号，１９９０年１１月 。

田中嘉昭「住宅の貸与等」『税経通信』第１４７巻第１２号，１９９２年！０月 。

田中嘉昭「資産の賃借 ・譲渡等を巡るフリンジ ・ベネフィット」『税経通信』第１５０巻第１４号，１９９５年１！月 。

富岡幸雄「交際費と隣接費用の幅」『税経通信』第１４０巻第９号，１９８５年９月 。

中村義人「渡切交際費等，寄付金」『税経通信』第１４７号第１２号，１９９２年１０月 。

成道秀雄ｒ各国の交際費課税制度」『ぜいけん』 ，１９９４年４月 。

日経ビジネス「社宅は誰のものか」『日経ビジネス』 ，１９９５年９月１１日号 。

畠山武道「追加的給付（ｆｍｇｅ　ｂｅｎｅ丘ｔｓ）に対する課税の動向」『シュリスト』第８５０号，１９８５年１２月 。

平石雄一郎「フリンジ ・ベネフィットの課税強化の論理」『税経通信』第１４０巻第１２号，１９８５年１２月 。

平石雄一郎「フリンジ ・ベネフィット課税の概要と課題」『税経通信』第１４７巻第１２号，！９９０年１０月 。

平石雄」郎「オーストラリアの税制一９３年度改正を含めて」『租税研究』第５２８号，１９９３年１０月 。

平川忠雄ｒ役員の付け廻し的費用」『税経通信』第１４７巻第１２号，１９９２年１０月 。

平川忠雄「交際費を巡るフリンジ ・ベネフィット」『税経通信』第１５０巻第１４号，１９９５年７月 。

平山昇ｒ旅費，交通費等，海外渡航費」『税経通信』第１４７巻第１２号，１９９２年１０月 。

升本和美「外国人におけるフリンジ ・ベネフィット」『税経通信』第１５０巻第１４号，１９９５年１１月 。

松田信彦「金銭の貸借」『税経通信』第１４７巻第１２号，！９９２年１０月 。

宮野清「旅費 ・交際費等を巡るフリンジ ・ベネフィット」『税経通信』第１５０巻第１４号，１９９５年１１月 。

三和彦幸「貸付金の返済免除，借入金の肩代わり等」『税経通信』第１４７巻第１２号，！９９２年１０月 。

山内直人「会社人間脱出を阻むフリンジ ・ベネフィット」『エコノミスト』 ，１９９３年１月１２日号 。

山内直人「フリンジ ・ベネフィット課税の経済分析」『日本労働研究雑誌』第４２９号，１９９５年１２月 。

山下和久「日本企業とフリンジ ・ベネフィット課税」『経済研究』 ，１９９４年３月 。

山本守之ｒ役員に対するフリンジ ・ベネフィット課税」『税経通信』第１４５巻第１４号，１９９０年１１月 。

山本守之「従業員杜宅を巡るフリンジ ・ベネフィット」『税軽通信』第１５０巻第１４号，１９９５年１１月 。

吉牟田勲「諸外国のフリンジ ・ベネフィット課税の現状」『税経通信』第１４５巻第１４号，１９９０年！１月 。

吉牟田勲ｒフリンジ ・ベネフィット課税制度論」『税経通信』第１５０巻第１４号，１９９５年７月 。

米原淳七郎ｒオーストラリアの税制」『租税研究』１９９７年４月 。
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勤労者在宅協会「企業の住宅対策はどう行なわれているか」『労務時報』１９８８年５月 。

＜単行本＞

跡田安信『日本型杜会と税制　フリンジ ・ベネフィットと税制』労働問題リサーチセンター １９９３年
。

飯野邦彦『所得税の理論と政策課題』税務経理協会，１９９７年 。

石島弘『所得税の理論と課題』税務経理協会，１９９６年 。

牛嶋正『租税の政治経済学　２１世紀の成熟杜会にむけて』有斐閣 ，１９９０年 。

碓井光明『所得課税の研究』有斐閤 ，１９９１年 。

内田実『企業における福利厚牛と税務』新日本法規，１９９１年 。

内山昭『「会社主義」と税制改革』大月書店，１９９６年 。

岡田義晴『福利厚牛の税百．科』労務経急所，１９９６年 。

角田豊『社会保障法【新版】』青林書院，ユ９９４年 。

金子宏『租税法』弘文堂，１９９３年 。

北野弘久『現代税法の構造』勤草書房，１９７２年 。

木村弘之亮『企業課税の理論と課題』税務経理協会，１９９５年 。

慶谷淑夫『労働 ・杜会保険法の基礎知識』労働法令協会，１９８７年 。

糀光彦『フリンジ ・ベネフィット課税の研究』税務大学校，１９９４年 。

五嶋陽子『フリンジ ・ベネフィット税制　アメリカを実例として』日本財政学会，１９９２年 。

坂本重雄『杜会保障改革』勤草書房，１９９７年 。

島田信義『給与住宅 ・福利 ・共済』総合労働研究所，１９７２年 。

田中明『企業福祉論』北大路書房，１９９６年 。

戸谷裕之『日本型企業課税の分析と改革』中央経済杜，ユ９９４年 。

富岡幸雄『税務会計体系　第３巻税務費用会計』ぎょうせい ，１９８４年 。

富岡幸雄『税務会言十論講義」ぎょうせい ，１９９６年 。

日向寺純雄訳『課税の経済学』勤草書房，１９９６年 。

藤田至孝『企業福祉新展開の理念と実際』労務研究会，！９８４年 。

藤田至孝『牛涯総合福祉プラン』産業労働調査会，１９８５年 。

藤田晴『所得税の基礎理論』中央経済社，１９９２年 。

松沢智『租税実体法一法人税解釈の基本原理一』中央経済杜，１９８８年 。

松沢智『租税法の基本原理』中央経済杜，１９８９年 。

宮島洋『租税論の展開と日本の税制』日本評論杜，！９８６年 。

宮島洋『税制改革の潮流』有斐閣，１９９０年 。

宮島洋『企業福祉と税制』日本税務研究センター １９９１年
。

宮島洋『高齢化時代の杜会経済学』岩波書店 ，１９９２年 。

村上雅子『杜会保障の経済学』東洋経済新報杜，１９８４年 。

山本守之『租税法要論』税務経理協会，１９９３年 。

山本守之『交際費要税の論点』中央経済杜，１９９３年 。

横山彰『企業課税の理論と課題』税務経理協会，１９９５年 。

和田八束『税制改革の理論と現実』世界書院，１９９７年 。

＜洋書文献〉
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クロスボーダー取引における消費課税のあり方

　　　　国際電子商取引への対応を中心に

　　　　　　　立命館大学大学院経済学研究科博士課程前期課程２回生土屋政広

　グローバル化 ・電子化 ・情報化の流れを背景とする現代の経済社会の中で電子商取引は目覚し

い成長を遂げており ，経済発展への新たな可能性につながることが期待されている。しかし同時

にその急速な発展は国際課税システムに深刻な影響を及ぼす。特に消費課税を課すことの困難性

は， 税収に占める付加価値税（Ｖ．１ｕ． Ａｄｄ．ｄＴ．ｘ： ＶＡＴ）の割合が高いＥＵを中心として，既に顕

在化しており大きな議論を呼んでいる。クロスボーダー取引に消費課税を課す際，現行制度の下

ではＢ 　ｔｏ　Ｃ　（Ｂｕ・ｉｎ…ｔ・ Ｃ・ｎ・ｕｍ・・）サービス取引に課税できない。この欠陥は以前から認識さ

れてきたものの，取引量が少なく税収に与える影響も僅かであ ったために，これまで深刻な問題

として捉えられてこなかった。ところが電子商取引はこうした分野を急激に増加させる潜在力を

秘めているため，その発展に伴い問題が顕在化することとなったのである 。電子商取引の成長速

度を顧みれば，現行制度の見直しを早急に図らねばならない。本論文では以上の事実を踏まえ ，

Ｂ　ｔｏ　Ｃサービス取引，ひいては電子商取引に適正な課税を行うための方法について考察するこ

とを目的とした 。

　第１章「国際消費課税の基本原則」では，現行制度の実態について論じ，問題の所在を明らか

にした。クロスボーダー取引に課税する際，基本的問題となるのは売り手の属する生産地国，買

い手の属する消費地国のどちらに課税権を与えるのかということであるが，この管轄地を決定す

る方法として¢「仕向地原則」と　「原産地原則」が存在する。¢は消費地国に課税権を与え ，

財・ サービスの輸入時に税関で課税する方法，　は生産地国に課税権を与え，財 ・サービスの輸

出時に課税する方法であり ，このうち¢が採用されている。世界各国の税率が一律でない限り ，

　を採用することは国際価格競争の条件を歪めるため適当ではなく ，国際的競争における中立性

の観点から¢の採用は妥当といえる。しかし，Ｑは税関で取引を補足できることが課税の則提条

件となるため，サービス取引への課税が困難という欠陥を持つ。このうちリバースチャージ（事

業者の自己申告納税制度）により課税が可能となるＢ 　ｔｏ　Ｂ（Ｂｕ．ｉｎ。。。ｔ． Ｂｕ．ｉｎ。。。）取引を除けば，結

果として現行制度の下ではＢ 　ｔｏ　Ｃサービス取引に課税する術がない。この本質的欠陥が電子商

取引への課税を困難ならしめる根源となっている 。

　第２章「電子商取引の概要」では電子商取引に関する各種報告書を基に課税の方向性を明らか

にした。ＯＥＣＤ報告書『電子商取引　課税の基本的枠組み』（１９９８年）によれは，電子商取引課

税の基本的方針として租税中立性の原則が掲げられている 。ここでいわれる中立性とは電子商取

引を伝統的な商取引と比べ，課税上有利にも不利にも扱わないことを要請するものであり ，双方

に税の格差が生じないよう同一の課税方法を用いるべきとする意味を持つ。アメリカ財務省報告

書（１９９６年），日本の税制調査会答申（２０００年）においても同様の見解が示されていることから ，

この方針は国際的合意が得られていると判断する。なおビット税に代表される新税の導入，ある

いは非課税を求める王張も一部に存在するが，非課税とする見解については，課税べ一スの確保 ，

伝統的な商取引との共存等の観点から認められるべきものではない。ただし新税導入案について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（９３）



　９４　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第５０巻 ・第１号）

は現行め税制が適用可能か否か不明確である現段階においては一応留保しておく必要があるだろ

う。

　第３章ｒ消費課税と電子商取引」ではＥＵにおけるＶＡＴとアメリカにおける小冗冗上税，異

なる２つの税制度が電子商取引にどのように対応していくのか，各々の仕組みと現状を踏まえつ

つ比較検討を行った。原則的に全ての取引を課税対象としているＥＵのＶＡＴは，課税が困難と

されるＢ　ｔｏ　Ｃサービス取引に対しても ，生産地国で課税を行う方法であるｒ事務所基準」をこ

れまで適用してきた。しかしｒ事務所基準」はｒ原産地原則」と同様，国際的競争の条件に歪み

を生じさせる上に，現行制度たるｒ仕向地原則」本来の原理から完全に逸脱しているとの指摘が

以前よりなされており ，電子商取引に適用すれば，状況の悪化が懸念される。そこでＥＵは事

業者に消費地国への登録及び納税義務を課すことで，消費地国での課税，すなわち仕向地原則に

基づく課税を可能とする「事業者登録制」を，電子商取引に適用する見解を示している（現在 ，

国際電話の分野に限り適用されている）。一方でアメリカの小冗冗上税は，課税権を州が管理する州

税であることから国内において制度が統一されておらず，様々な制約が課せられている。さらに

ＶＡＴに比べ○取引段階のうち小売段階のみ課税されること ，　課税対象となるサービスは公共

料金 ・電話料金など限定列挙したものに留まること等の理由が重なり ，事実上大半の取引に課税

されていない。小冗冗上税の仕組み自体が脆弱である故に，電子商取引に対し課税を実施するに

は税制の抜本的改革が必要となることから，アメリカは国内取引についてこれを現状維持，つま

り非課税とする方針を固めつつある。仮に非課税方針が国際的に受け入れられた場合には，電子

商取引関連産業の圧倒的な競争力を誇るアメリカにとっては思惑通りの展開を迎える。しかし ，

非課税案は第２章でも指摘したように，課税べ一スの浸食や伝統的な商取引との不平等といった

弊害を生むため，やはり認められるべきではない 。

　第４章「電子商取引課税への対応と課題」ではＥＵが提唱している課税方法について，具体

的な検討を試みるとともに，税務執行面の問題を取り上げ今後の課題として論じた。¢ｒ事業者

登録制」　「自己申告納税制」　「源泉徴収システム」＠「送金システム」の４つの課税方法が

提唱されている。このうち電子商取引の急速な発展状況を考慮し導入の緊急性を優先した場合は ，

既に先例のある「事業者登録制」が，実行可能性の点から最も望ましいといえる。ただし長期的

検討を視野に入れるのであれば理論的に優れているのは，消費者 ・事業者負担が少なく ，最も高

い実効性を確保できる「送金システム」と考える。従って長期的観点から「送金システム」の導

入に向けて，更なる検討を重ねていくことを則提としつつ，現状に対処するための緊急措置とし

て「事業者登録制」を採用することが最善策であると結論付けた。また税務執行との関連で，い

ずれの方法を採用するにせよ ，各国課税当局間における国際協力体制推進の重要性を本論文では

強調する。併せて課税の実効性を上げるために，プライバシーやセキュリティといった執行上の

問題を技術的にカバーしていくことも今後の課題の一つといえよう 。そして最後に所得課税分野

における「恒久的施設（ＰＥ）」判定とタノクスヘイフンの問題，所得分類の問題等の課題につい

ても別途検討の必要があることを示した 。

　電子商取引は２１世紀の経済を牽引する取引の一つである。そのため過度の規制により成長が阻

害されてしまうような事態は避けるべきであるが，適正な課税がなされず脱税や租税回避の温床

となってしまうことも避けなくてはならない。取引の発展と税収基盤とをバランスよく保護して

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（９４）
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いくことが必要であり ，これらを実現させるためにも国際的な場で課税当局，関連企業が力を合

わせて議論を進めていくことが今後も求められる 。
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環境税かもたらす技術進歩に対する検討

立命館大学大学院経済学研究科博士課程前期課程２回生坪井孝恵

　本稿は，従来，環境税の議論で述へられてきた動学的効率性について，以下に述べる条件のも

とにおいて，社会的余剰の視点からも支持できることを明らかにしたものである
。

　動学的効率性の定義については，本稿では，「技術進歩に対する企業のインセンティフ」であ

ると捉え，税にも直接規制にも動学的効率性があり ，税のほうが動学的効率性が強いとの立場に

立っ ている 。また，社会的余剰は，排出削減によっ て得られる環境改善の便益から，排出削減に

対する費用を差し引いたものであるとした。なお，環境改善とは，汚染物質の排出削減によって

得られた環境からの便益と考えるが，それ以上の定義については，言及していない 。

　これらの定義のもとで，従来から議論されてきた動学的効率性の議論を確認すると ，企業は技

術進歩の結果として，汚染物質の排出削減費用を減少させることができるため，企業の技術進歩

に対するインセンティブは存在し，従って，動学的効率性があるとされてきた。つまり ，従来の

議論においては，企業の排出削減費用に対する減少分について，議論の重点が置かれてきた。し

かし，技術進歩が杜会的余剰の視点から支持されうるものであるかどうかは問われてこなか った 。

　環境政策の導入に際しては，環境改善を目的として当該政策が導入されるため，費用面の分析

に偏りがちであ った従来の分析は不十分であり ，従って，環境改善に対する評価を分析すること

を本稿の主たる論点として取り上げた 。

　本稿の分析の結果，企業の限界排出削減費用関数と限界外部費用関数によって得られる均衡点

の水準よりも ，低く税率が設定された下では，技術進歩は社会的余剰も増加させることが明らか

になった。また，同様にこの条件のもとでは，税の導入によって誘発される技術進歩は，より技

術進歩が促進されればされるほど，それに応じた杜会的余剰の増加分もさらに増大していく 。従

って，本稿の結果に基づけば，税率に対するこのような条件の下では，動学的効率性は支持可能

であり ，現実に，均衡点の水準を達成する税率が理想的であることを念頭に置きつつも ，均衡点

の水準よりも低い税率の設定を支持できる可能性を示したといえる 。

　欧州で見られるように，環境対策として経済的手段を取れ入れられるケースが，近年になって ，

現われ始めている。直接規制が主たる対策として用いられてきた典型的な環境問題ともいえる公

害問題に対し，こうした環境対策への政策手段の変化には，環境問題の性質そのものが変化して

きたことが背景にある 。

　本稿では，地球温暖化問題のような排出総量が問題となる環境問題を念頭に据え，その対策手

段として税を取り上げた。１章では，地球温暖化問題の性質を明らかにしている。地球温暖化問

題はいわゆる公害型の環境問題と異なり ，一様混和性の環境問題であるといえる。　様混和性の

環境問題とは，その環境被害を引き起こしている原因物質が何処で排出されたかに関わらず，同

質の環境被害を引き起こす原因物質であることを意味するものである 。ＣＯ。は，地球上の何処

で発生しても地球温暖化に与える効果に差はなく ，どの排出地点においてＣＯ。を排出削減して

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（９７）
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も得られる環境保全の効果が同じであると考えられる。このことが，次章以降で税と直接規制と

の政策比較を検討する意義を明らかにする 。

　税と直接規制との政策比較においては，同一排出削減目標に対する費用効率性の比較について

の議論（静学的効率性），及び，技術進歩に対するインセンティブについての議論（動学的効率性）

を確認した。２章では，静学的効率性の視点から従来の税と直接規制の政策比較に対する議論を

確認し，同一排出削減目標に対しては，税は直接規制より費用効率的であることを確認している 。

３章では，動学的効率性の視点から税と直接規制との政策比較を確認し，双方の政策に動学的効

率性があることを認めつつも ，税の方がより動学的効率性，つまり ，技術進歩に対する企業のイ

ンセンティブが強いことを確認している 。

　しかし，従来の議論では，企業が技術進歩をした結果，より排出削減が生じても ，企業にとっ

てのメリットがあることしか確認されておらず，そのことが社会的に見て支持されうるものであ

るのかどうかについて議論が行われてこなかった 。

　そこで，本稿において，従来の議論に欠けていた社会的余剰の視点を踏まえて税に対す分析を

行った。４章では，３章において扱われなかった論点，つまり ，社会的余剰の点から見た動学的

効率性に対する分析を行っている。これが，従来から議論されてこなかった領域であり ，本稿に

おいて新しく論じられた点である。明らかにされたことは，以下の点である 。

　限界排出削減費用関数ＭＡＣと限界外部費用関数ＭＥＣによっ てもたらされる均衡点の水準よ

りも低い税率が設定されているもとでは，税によっ て誘発される技術進歩は企業の汚染物質に対

する排出削減費用を減少させるだけでなく ，社会的余剰も増加させている。このことを以下の図

によって説明する 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図１

　　　　　　　　　税率ｔ

ｔ

Ｏ　　　　　　　　　　　　 ｘ２　　 ｘ１　　　　　　 ｘｆ　　　排出量ｘ

ＭＥＣ

Ｍ１ＡＣ
１

Ａ

ＭＡＣ２
　　　　　　　Ｂ

Ｃ

Ｅ

１Ｆ

Ｄ１

ｎ　　　　　　　　　　　　 Ｘ．　　 Ｘ，　　　　　　 Ｘ。　　　排出量Ｘ

　横軸に排出量 Ｘ， 縦軸に税率ｔをおく 。また ，Ｘｆ は企業が汚染物質の排出削減をまったく行わ

ない場合の排出量，ｔは政策当局によって導入された税率である 。ＭＡＣ１は技術進歩が起こる前

の企業の限界排出削減費用関数 ｏ（”ｒ”） ，ＭＡＣ。は技術進歩後の企業の限界排出削減費用関数

ぴｏ（”／一”），但し，ＭＡＣは排出量 ｘの関数として，排出削減をまったく実行しなかった場合の

排出量 Ｘｆ を基準として，排出削減の実行に伴い，その費用が増加していく関数を想定している 。

また ，ｘ１ はＭＡＣ１における排出量，ｘ。 はＭＡＣ。における排出量である。ＭＥＣは限界外部費用

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（９８）
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関数として排出量の増加関数，但し，排出削減一単位あたりの環境改善の効果を表すものとする 。

なお，地球温暖化問題，中でもＣＯ。の排出量を念頭においているが議論を簡単にするため，そ

の同化能力については検討の対象としていない。またそれぞれの関数は線形を想定している。図

中の各点は，Ａ，Ｂ，Ｃの各点が，それぞれの排出量のもとでの排出削減一単位あたりの環境改

善効果，Ｄ，Ｆ点は，それぞれＭＡＣと税率ｔとの交点，Ｅ点はＭＡＣ。とＭＥＣの交点であり ，

技術進歩後のパレート最適点である 。

　まず技術進歩が生じる前の社会的余剰は ，ＡＢＦｘｆ で表されている。次に税が導入されて技術

進歩が誘発されると ，技術進歩が生じることによってＭＡＣ１がＭＡＣ。にシフトし，その社会的

余剰はＡＣＤ ｘｆ となり ，ＢＣＤ ｘｆＦだけ技術進歩によって社会的余剰が増加する 。但し，技術進歩

後の均衡点Ｅ点の水準が税率ｔの水準よりも高いことが目１」提条件となっ ている。また，本稿で

得られた杜会的余剰量（図中の・・晦・の部分）・一（去葦１〆（竿
一・
一川・）は正である

ことが確認されており ，技術準歩係数 ぴが１である場合，すなわち，技術進歩が生じていない

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６」
状態において動学的効率性に対する効果確認した際にも ，　　　　の値が負であることが明ら
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６ぴ ぴ一１

かとなっている（本稿では，技術進歩の係数 ぴがマイナスであることをもって技術進歩が生じていると想

定したため，この値が負であることが技術進歩に対する強さを表すことになる）。 従って，技術進歩が生

じていない状態においても ，企業には技術進歩に対するインセンティブが存在し，かつ，技術進

歩が進めば，それに応じて社会的余剰もより増大していくことが明らかとなっている 。

　以上のことから，技術進歩は企業にとっての利益のみでなく ，社会にとっての利益をもたらし

ていることが明らかとなる。すなわち，技術進歩は社会的余剰を増大することが可能であり ，こ

のことは言い換えれば，社会的余剰の増大という視点からも ，技術進歩に対する企業のインセン

ティブを支持できるといえる。本稿の分析によっ て， 税は，費用効率性の観点から直接規制より

優れているだけでなく ，社会的な余剰をも増加できることが明らかとなった 。

　環境省などにおいても ，税単独での政策導入よりもポリシーミックスなどの政策検討が行われ

ている 。そのため，複数の政策を実行することが検討されている以上，税単独の政策導入によっ

て排出削減目標を達成できなくても ，他の政策によって，その不足分を補うことが可能であると

考えられる。当然のことながら，パレート最適点を達成することが理想的であるが，本稿の分析

の結果，企業の限界排出削減費用関数と限界外部費用関数によって得られる均衡点の水準よりも ，

低く税率が設定された下では，技術進歩は杜会的余剰も増加させることが明らかになり ，かつ ，

技術進歩がより進むことが望ましいことを明らかにした。従って，本稿の結果に基づけば，税率

に対するこのような条件の下では，現実に，均衡点の水準を達成する税率が理想的であることを

念頭に置きつつも ，均衡点の水準よりも低い税率の設定を支持できる可能性を示したといえるの

である 。
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時価主義導入と法人税

　　　　有価証券の時価評価導入を中心として

　　　　　　　立命館大学大学院経済学研究科博士課程前期課程２回生鳥居　翼

　資産評価の時価主義は，従来会計学の問題として取り上げられてきた。その一方で法人税改正

において法人所得算定に有価証券の時価評価課税が導入された。本論文では，会計の技術的問題

である時価主義がなぜ法人所得算定に採用され，そのことが企業の課税所得，企業の行動，今後

の課税制度にどのような影響を与えるのか分析することを目的とした 。

　第１節ｒ時価王義導入の背景」では，時価主義は日本経済再生に向けたインフラ整備の一環で

あるという位置付けで考察した。企業会計と税制で時価王義が導入された背景を述べた上で ，３

つの問題提起として¢時価主義導入の税収に与える影響　企業に与える影響　法人所得算定制度

として機能してきた確定決算主義の再検討の必要性を明らかにした 。

　第２節［時価主義導入の法人税収への影響」では，課税対象を一時保有の有価証券（現行法人

税制），長期保有，関係会社分にそれぞれ拡大した場合の３つを設定して，有価証券報告書から ，

企業利益の変動と税収にもたらす影響を分析した 。

　第３節ｒ時価王義と日本経済」では，時価主義導入が日本経済に与える影響のうち，企業経営

の変容を分析した 。

　第４節ｒ確定決算主義と時価王義」では時価王義による法人所得算疋方式について確定決算王

義との関係から論点整理を行い，意義と限界を指摘した 。

　本論文の主張点は２点あり ，第１点は時価主義導入に対する納税額と企業行動の変化に対する

分析である。一般的な予測として¢納税額については平均株価が下落の時，納税額は減少し，上

昇の時は増加する。資産に占める有価証券保有割合が高い企業ほどその影響は大きなものとなる 。

　企業が直面する問題としては，効率的な企業と非効率な企業の違いが明確とされ，時価主義の

リスク対策が必要とされる。これが現状に当てはまるか実証するために企業の実際の財務データ

を用い分析を行った 。

　その実証の結果として¢については平均株価が下落しても１９９９年における調査対象企業の納税

額は増加した。実現部分の赤字から時価主義導入後，所得ありに転換する企業は殆どない。逆に

実現部分の黒字から含み益を有して納税額の増加となる企業が多く見られた。こうしたケースは ，

ＩＴ産業といった成長産業のみならずメーカーにも見られた。保有割合で５０％近い保険業は過度

の税負担になることが確認された。しかし１０％～２０％の企業で保有割合に応じた負担の変動とい

えるものはなく ，保有株式の中身で作用する 。　について，赤字企業ほと時価王義導入で拡大す

る傾向にあり ，企業の二極化は拡大する。積極的な方策として，含み損を有する株式を消却する

等， 財務構造のリストラを進めている 。消極的な方策として時価主義適用外の勘定に移し変えを

行っているケースを確認した。また，銀行業の有価証券保有割合はまったく減少していない。今

後， 持合解消に向けた対策が必要であるが，銀行自らの力で持合解消できるかという課題に直面

する。企業の財政状態によって対応は異なるが，共通して時価主義がもたらすリスク対策に企業

は取り組んでいることを明らかにした 。
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　第２点は時価主義採用と確定決算主義の関係について論点整理を行い，意義と限界を指摘した

ことである。その必要性は第１節で企業会計と税制における時価主義採用の背景が異なるものと

指摘したことに関連する。法人所得算定システムとして機能してきた確定決算主義が企業会計と

税制において異なる時価王義を調整する媒介機能を果たせるのか検討した。確定決算主義を存続

するのかしないのか，時価主義の課税を拡大するのかしないのかという両者の問題について様々

な議論がある。本論文ではこれらの議論を独自にこれまでにない４つの類型化を行った。¢時価

主義を積極的に導入し，企業利益，所得算定はセパレート化する。　企業会計の時価主義をべ一

スとして確定決算主義で調整する。　企業会計と税制の時価主義は異なるものとする。＠時価主

義， 確定決算主義それぞれ問題を孕んでいる 。

　この類型化における論争の意義としては第１に企業会計と税制の時価主義の範囲について明ら

かにすることである。第２に企業会計の目的が商法決算の基礎，所得算定の基礎をメインとした

ものから，投資家に対する意思決定情報の提供という役割中心に移行していることの是非である 。

この２点が今後の時価主義と確定決算主義の関係を方向付ける重大な要因であるとする。限界と

しては，従来の法体制を則提としたもので，経済の変化に企業会計原則，商法，法人税法が異な

る法制度体系となった場合の確定決算主義の可否が論じられていないことにある。また，第１～

３節で述べた通り時価主義の影響を受ける企業は公開会社中心になると思われる。今後の急速な

経済情勢の変化に対応するため，確定決算主義の根底をなす各制度は以下のような対応が求めら

れている。¢企業会計は国際会計基準との調和化が求められでいる。その結果，会計の目的は商

法決算，所得算定の基礎から，投資意思決定目的のための時価会計（割引現在価値会計）といった ，

未来志向型の経営財務情報の開発を指向としている。　商法は公開株式会社法（新規の法制）と

閉鎖株式会社法（旧来の商法）の基準の二重化を模索している。公開会社の計算規定と証券取引

法の会計規定との調和を目的とし，経済の変化に柔軟に対応する法制度が議論されている。　法

人税法では，ファイナンス化が急速に進行したアメリカでは公開会社と閉鎖会社に対する課税規

定の精綴化が議論されている。閉鎖会杜に対してはパススルー課税，簡易課税方式を採用し，公

開企業における分類所得税，時価主義的な法人税の採用を行う 。つまり ，上記の類型における議

論はこうした各制度の変化を考慮せず，大企業（上場企業）を中心に想定される問題である。本

論文独自の指摘としてこれを全ての法人について関連する問題として扱うことに疑問とする。今

後は３つの法制度改正方針も考慮した議論が必要とする 。

　最後に時価評価課税の今後について本論文では有価証券のみであったが，時価主義の範囲とし

て投資不動産，杜債までの拡大が現在議論されている。こうした項目についての検討を行わなか

ったことが本論文の不十分な点であり ，今後の課題である 。
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団体定期保険の研究

　　　　日本的経営慣行と福利厚生の狭間の中で

　　　　　　　立命館大学大学院経済学研究科博士課程前期課程２回生仲谷将人

　「団体定期保険Ａグループ保険」（１以下，団体定期保険）は，生命保険会社が企業向け保険商

品として取り扱っている団体生命保険の一つである。これは［危険選択（団体選択）が可能な団

体の所属員等のうち，一定の資格を有する者を被保険者とし，団体または被保険団体の代表者を

保険契約者とする更新型の一年定期保険」として，「被保険者が死亡しまたは所定の局度障害状

態になった場合に死亡保険金または高度障害保険金を支払う」ものである。この団体定期保険は

企業の福利厚生，すなわち生活保障システムにおける企業保障に位置するものであり ，社会保障

を補完することによっ て従業員とその家族の生活保障に貢献してきた。それにもかかわらず，団

体定期保険は「保険金帰属問題」（従業員の死亡にともなう保険金の一部を，遺族に渡さずに企業が取得

することの妥当性にっいての問題）を生みだすこととなり ，それを契機としてｒ総合福祉団体定期

保険」や［ヒューマン ・ウァリュー特約」の発売をもたらすことにつながった。このように新た

な展開がみられるなかで，団体定期保険の動向が注目されている 。

　本論文では第一に，団体定期螢険の基礎的な位置づけをしたうえで，団体定期保険の普及要因

を明らかにする。団体定期保険は，確かに企業の福利厚生に用いられることによっ て， 従業員と

その家族の生活保障に貢献してきた。しかし，団体定期保険の普及要因を従業員とその家族の生

活保障のみに求めたとしても ，普及要因の本質を見いだすことはできない。そのためには，日本

的経営慣行における生命保険会社と企業の利害関係を，長期雇用や年功賃金などにみられる日本

的雇用慣行と ，株式持ち合いなとにみられる日本的取引慣行のなかでとらえなけれはならない 。

　第二の，日本的経営慣行のもとで団体定期保険が普及したことが保険金帰属問題の顕在化につ

ながったことを踏まえたうえで，団体定期保険の業績低迷が法定外福利費の縮減や日本的雇用慣

行の衰退，日本的取引慣行の変化など団体定期保険を取り巻く環境の変化に起因していることを

明らかにする 。

　第三に，団体定期保険を取り巻く環境変化が業績低迷をもたらしているなかで，この総合福祉

団体定期保険，とくにヒューマン ・ヴァリュー特約の意義について明らかにするとともに，今後

の団体定期保険のあり方について考察するものである 。

　Ｉ章では，アメリカに端を発する「一年更新被用者定期保険」，および団体定期保険の取扱基

準を定めたｒＮＣＩＣモデル法案」をもとにして，日本の団体定期保険，そしてｒ団体定期保険運

営基準」が設けられたことに言及する。この団体定期保険は団体を対象として危険選択を行うも

のであるが，そのために収支相等の原則（ｎＰ＝。Ｚ）と給付反対給付均等の原則（Ｐ＝ＷＺ）を保つ

ことによっ て， 逆選択を防止することができる。また「平均保険料率」と「特別保険料率」の採

用によって低廉な保険料が実現されるとともに，ｒ経験保険料率」にもとづく配当率によって大

規模団体ほど保険料に対すす配当金の割合は高くなる。このような保険技術の特質を背景として ，

団体定期保険は企業の福利厚生の一環として用いられていった。死亡退職金 ・弔慰金制度などの

遺族保障を中心とする福利厚生が整備されていくなかで，企業が団体定期保険を用いることは ，
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最小の費用で支払財源を確保するための有効な手段であったからである 。さらに，団体定期保険

に対する税制優遇措置や労働力の雇用者化が進行するなかで，団体定期保険を通じた企業保障の

重要性が高まっていっ たといえる。よって第一に，団体定期保険の普及要因は，企業が従業員と

その家族の生活保障をしていくことに求めることができる 。

　ただし企業は，団体定期保険を労務筈理の一環として用いることもできた。目木的雇用慣行の

もとで長期雇用を通じた人的投資をするためには，従業員が外部労働市場に流出することを避け

なければならない。そのために賃金以外の雇用条件の差別化として福利厚生を整備することがで

きれば，従業員の確保 ・維持，さらには人的投資の促進によって，経営目的を実現することがで

きる。よって第二に，団体定期保険の普及要因は，企業が日本的雇用慣行のなかで団体定期保険

を労務管理の一環として用いてきたことにある 。

　また，生命保険会杜と企業の間に保険契約関係と金融取引関係が生じるなかで，生命保険会社

は安定株主としての優位性を背景に，団体定期保険を株式の代替として用いることによっ て「代

替的な株式持ち合い」を行った。日本的取引慣行のなかで，株式の保有は「リレーションシッ

プ・ マネジメント」のなかに位置づけられ，政策投資をすることによっ て資産運用以外の収益 ，

すなわち団体定期保険の営業基盤を確保できたのである。企業としても団体定期保険に加入する

ことで，安定株王比率を高めることによっ て敵対的買収を防くことができ ，営業基盤の確保につ

なげることができた。このように生命保険会社と企業の間には，団体定期保険を通じて金融 ・営

業取引関係を含めた「総合的取引関係」が構築されていったのである 。よって第三に，団体定期

保険の普及要因は，代替的な株式持ち合いによる総合的取引関係のなかで，生命保険会社と企業

の利害関係を一致させるものとして用いられてきたことにある 。

　団体定期保険は，日本的経営慣行のなかに取り込まれることによっ て普及していった。しかし ，

総合的取引関係を重視するあまりに高額な保険金額が設定されたり ，保険金と死亡退職金 ・弔慰

金との差額を，企業の人的資産の喪失リスクに対するリスク ・マネシメントとして利用されるこ

とがあったため，保険金帰属問題を誘発することにつながったのである 。

　ｕ章では，団体定期保険の普及にともない保険金帰属問題が顕在化していったことを踏まえた

うえで，それまで団体定期保険を取り巻いていた環境がどのような変化をたどったかの分析を行

った。生産年齢人口数の減少や従業員の高齢化など亀みられる少子高齢化は，標準報酬月額の上

昇をもたらすことによって社会保険料の事業王負担を増加させる。そのため福利厚生の財源であ

る法定外福利費の縮減につながった。また日本的雇用慣行の衰退によって，長期雇用を通じた人

的投資の必要性が低下しており ，労働市場の流動化のなかで非正規従業員が増加する傾向にある 。

したがって企業にとっ ては，福利厚生の整備を通じた労務管理による，従業員の確保 ・維持に意

義を。見いだせなくなりつつある 。

　これと同時に企業は，金融機関の株式持ち合い解消にみられるように，日本的取引慣行の変化

のなかで総合的取引関係の見直しを迫られざるをえない。それでなくとも資金調達手段の多様化

のもとで，必ずしも生命保険会社から資金調達をする必要がなくなっているのである 。企業とし

ては，法定外福利費の縮減や日本的雇用慣行の衰退のなかで，代替的な株式侍ち合いをつつける

ことが困難となっているといえる。また生命保険会社としても金融ビッグバンドよって資産運用

の向上が求められるなかで，株価の低迷による含み損や金融資産の時価評価などに対応していか

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１０５）



　１０６　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第５０巻 ・第１号）

なければならない。したがって従来のサイレント ・パートナーを見直し，純投資による資産運用

を行うようになっ ていった 。

　このように団体定期保険を取り巻く環境が変化することにより ，団体定期保険は労務管理とし

て， あるいは代替的な株式持ち合いとしての機能を低下させていくことから，団体定期保険の業

績も低迷していかざるをえないのである 。

　皿章では，低迷する団体定期保険の今後のあり方について考察した。日本的経営慣行のもとで

生命保険会社と企業が，団体定期保険を用いて経営目的の実現を図るものであったことを踏まえ

れば，日本的経営慣行が崩れつつあるなかで団体定期保険は本来の姿に戻っていくはずである 。

企業は死亡退職金 ・弔慰金規程を定めている以上，従業員とその家族の生活保障をしていく社会

的責任がある。したがって今後も必要となる福利厚生費（死亡退職金 ・弔慰金）に対処するために ，

リスク ・マネジメントの一手段として団体定期保険を用いることは必要不可欠といえる 。

　また日本的雇用慣行が衰退するなかで，企業はより高い専門技能をもつ従業員を雇用していく

傾向にあるが，これは従業員の死亡にともなう企業のリスク（経済的損失）が高まること意味し

ている。このようななかでヒューマン ・ヴ ァリュー特約は，従業員の死亡にともない企業が負担

する代替雇用者採用 ・育成費用等の諸費用を保障するものであり ，企業の需要や利便性に対応す

るものとして位置づけられた。ただし，従業員の死亡にともなう企業の逸失利益をヒューマン ・

ウァリュー特約によっ て填補することについては，一部の学者から問題が指摘されている。しか

し人的資産は企業資産を構成するものであることから，企業は従業員の死亡による人的資産の喪

失に関して被保険利益を有するものととらえることができる 。ただ，人的資産の価値を測定する

ことは困難な作業であることから，ヒューマン ・ヴァリュー特約を完全な損害填補としての損害

保険として位置づけることは困難である。本論文では，このようなヒューマン ・ヴァリュー特約

には合理性があると位置づけている。ただし総合福祉団体定期保険には，被保険者同意が徹底さ

れるとともに，保険金額に上限が設けられているとはいえ，その取り扱いについては保険契約者

と被保険者の十分な認識のもとに保険契約が締結されなければならない 。
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１０８ 立命館経済学（第５０巻 ・第１号）

クローハリセーションと日本における連結納税制度

立命館大学大学院経済学研究科博士課程前期課程２回生兵頭浩子

　連結納税制度は，企業集団としての担税力を測り ，集団外に対して物が販売，役務の提供がな

された時に初めて所得が実現するという概念のもとに実行されており ，株式所有による支配従属

関係にある親会杜と子会社が，その財産所有，債権債務の負担，法律関係については独立単位で

あるが，経済的には単一組織体と同様に行動するという経済関係を背景として形成されたもので

ある。この制度のメリソトを国際的な観点からはかり ，企業の再編について考える 。

　平成１２年度中問答申において，米 ・仏型の本格連結方式を採用する方針が打ち出された。これ

まで産業界等の要請に消極的だった法小委が，今このような決断をしたのは以下の理由による 。

○近年，金融機関の健全な再編成と ，政府の規制緩和策を進めていくために持株会社が導入され
，

そのために連結納税制度が必要となったこと。　会社の分社化の気運が高まる中で，経営の効率

化を進めていく上で，税務上の不利益をなくし，経営の柔軟性を高めるために連結納税制度が必

要であることである。しかし一方，米で１９１７年という早期に連結納税が採用されたのは，持株会

社が株式所有による会社支配という意義を持っていたことに理由がある。対して，当時の日本経

済の中心は，財閥という封鎖的な大企業集団で，財閥解体で個人所有が大きい分散的な株式所有

構造が一時的に形成されたものの，結果的には，それを契機に，株主の力が次第に弱まり ，米と

は違う株式の相互持ち合いが発展した。しかし，近年のＩＴ革命，経済環境の悪化等の理由から ，

国際標準での市場評価上昇の必要性や，企業集団の信用力や事業面でのメリソトが低下し，持ち

合い解消が行われ，同時に，上述のような企業再編の機運も高まり ，連結納税制度の導入が期待

されるようになったのである 。

　連結納税制度導入は，経済のグローバル化の中で欧米主要国の税制との国際的な協調と競争を

考慮しつつ，企業経営組織の選択に関する中立性原則を確保しようとするためである。租税の中

立性原則の問題は，個別企業とクループ企業集団のいずれかを課税単位とする方が，分社化した

り合併したりする企業経営組織の選択を歪めず望ましいのかで，連結納税制度はこの概念に沿 っ

たものである。なぜならは，その論理を支えているのが，企業集団が経済的に単一主体としての

実質を備えているという認識であるからであり ，その本質概念は，集団に属する複数の法人を一

体のものとして課税関係を律しようとする法人税制だからである。この税制を具体化する方法は ，

方式に差異はあ っても制度自体としては集団に属する個々の法人の存在を則提として，各法人間

の所得と税額を調整するものが全てである。いくつかの矛盾はあるが，関連グループを単一主体

として把握しようとする思考は基本的に維持され，一層純化される傾向にある 。

　ここでは，わが国への連結納税制度の導入の参考として諸外国の制度について考察し，個々の

詳細について具体的な数字を挙げて検討する。その結果，個々にメリット ，デメリットはあるも

のの，日本導入には損益通算方式がふさわしい。連結納税制度は大別して○損益通算型と　損益

振替型がある。¢は米 ・仏が代表的で企業集団における子会杜の所得を親会社の所得と合算し ，

親会社において連結所得と連結納税額を計算，子会社の負担分を各々に配分する方法で，　は ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１０８）



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　修士学位論文要旨　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０９

英・ 独が代表的で企業グループ問の損益通算を認めるものである 。これら４カ国の制度を税額の

如何という観点でのモデルにおける検討の結果，親会社の連結納税額は仏，米，独，英の順に大

きくなっ ており ，殊に，英方式では大きく税額が下がっている。これは損益振替と同時に原価譲

渡によっ て事実上，未実現利益を消去したためで，このことを一定の税額をあげなければならな

いという観点から考えると ，損益振替方式と未実現利益の消去との併用はふさわしくないだろう 。

しかしながら，租税の中立性原則からみれば，未実現利益を消去しない連結納税制度はその意義

を大きく損なわれる。ゆえに，損益通算方式が望ましい。また，米仏の制度を比べた場合，制度

がより簡素である仏方式を基本として日本にあわせていくのが，租税三原則に照らしあわせて妥

当ではないかと考える 。

　日本に導入する際の制度の問題点としてあげられるもののなかで，特に現実的なものとして重

点がおかれているのが税収減の問題である。その額には諸説があるが，減税に対する企業の期待

は大きい。しかし，本当のメリットは企業の意思決定に対する課税の撹乱効果を小さくできるこ

とである 。

　連結納税制度の最大の利点である，企業や経済に与える影響は以下のとおりである。¢企業グ

ループの抜本的な再編成。純粋持株会社の解禁による持株会社の採用は，子会社の事業に対する

支配資本の節約と分権管理というメリットがある 。この選択に対し，税制は中立であるべきで ，

親子会社の経済的一体性を重視した連結納税制度が導入されれは，企業のさらなる分社化が促進

される 。さらに，持株会杜は，意思決定のスピート ，責任や権限の委譲，小さくなる能力，企業

の透明性に優れており ，資本の論理が重視されるために，効率経営が定着する 。また，連結納税

制度の範囲を軸に事業の選択と集中が加速し，企業グループの再編が起こるだろう 。　連結納税

制度が金融ビツ グバン，グローバル化，国際金融市場の発達，メガ ・コンペテイシ ョン等の，企

業を取り巻く経営環境や法制度の変化にそ った税制であることである。このような変化の中で ，

企業を単独会杜単位の経営でコントロールし，業績を評価することに意味はなくなってきており ，

投資家にとって重要な企業の財務情報が，連結財務諸表中心のものへと変化している。そのため

に， 従来の課税制度では十分に対応できなくなっていることは明白であるからだ。　税制の国際

的な整合性からも連結納税には企業にとっ てのメリットがある。多くの先進諸外国では，連結納

税制度が一般的であるため，諸外国の企業から，税務戦略上の混乱を避けるために日本でこの制

度の導入を求められている。¢上述のような利点のために，海外からの投資が促進され，日本経

済の活性化にも有利であるだろう 。
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修士論文要旨 ・インド連邦国家の政府間財政の研究

　　　　連邦中央政府と州政府問財政を中心として

　　　　　　　立命館大学大学院経済学研究科博士課程前期課程２回生村井英紀

　本論文は，発展途上国の政府間財政について研究したものである。政府問財政には，中央集権

制度におけるものと連邦国家制度におけるものと連邦国家制度における二つの制度が考えられる 。

本論文では，連邦国家の制度に関するものを選択し，特にインドの連邦国家についてその政府間

財政や問題を分析した。イギリスから分離した コモシウェールス諸国として，アメリカ ，カナタ ，

オーストラリアなどが先にこの制度を導入して成功させた。これに遅れて，インドも１９４７年の独

立と同時に邦国国家の道を歩んだ。イントは，先にこの製度を確立させた国を見習った自国の制

度の拡充を図 った。特に財政面の取扱いを明確にするため，インド連邦国家はインド憲法第２６４

条から第２９３条に財政条項を規定した。インドの政府問財政のうち連邦中央政府及び各州政府聞

の財政関係には，財源配分に係る区分調整と財政の権限委譲問題が内包されている。連邦制を選

択するということが，地方分権の確立を目指していることであり ，地方政府の独立権限を認めて

いく方向へ動いて行くことを表している。しかし，実際は何れの連邦国でも ，財源ウエイトは連

邦政府に置かれその配分権限はかなりの部分がこの政府に掌握されている 。

　従来のインド財政学者の研究では，インドにおける財政黒字から赤字への転落をした時期１９８２

年頃の状態が，如何にして発生したかいまだ明確な答えを見出せない状態が続いている。本論文

では，この点の解明をするためにインド憲法に規定されている財政条項の分析をし，国家政策と

の調整がどのようにされているかの考察をした。インド憲法には，財政条項として上記財源の区

分調整や財政の権限委譲を均衡にして実施するために財制委員会なる組織の設置が義務付けられ

ている。この委員会の勧善を通じて，それが大統領にされることにより連邦議会の審議を受けて ，

実際に財源の配分の調整等がなされる。条項涌りに財政委員会が機能していれば，連邦中央政府

と各州政府間の財政関係の不均衡は全く生じなかった。しかしながら，両者間の不均衡は発生し

ている。この原因として，本論文では憲法規定にある財政委員会と政策上の国家計画委員会を対

比して考え，両者の実施期間のズレを分析した。これに加えて，本来の機能が実行されていない

財政委員会の任務等についても詳しく分析した。これらの二つの要因が，財源配分の区分調整及

び財政の権限委譲の運営に支障をきたしていることを解明した。加えて，財政委員会の機能回復

への解決案について課題と展望をも示している 。

　　　　本論文の構成は次の通りである 。

　　　　序章　　いまインド連邦国家の政府問財政が自ぎれるのはなぜか

第１章　インド政府問財政の特徴

第２章　インド連邦国家における連邦財政の発展

第３章　中央政府と州政府の財政関係

終章　　結論

　まず，序章では本研究の課題の設定と取り組み方について述べ，自らがインド政府問財政をそ

のテーマとして設定した背景を記した。連邦国家の財政を研究するに当たり ，米国の財政学者で

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１１２）
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あるセリーグマンとマスダレィヴの基本的考え方に接し，これを糸口とする考え方に言及した 。

そして，第１章から終章までの概略を示した 。

　第１章では，インドの１９９０年代に人っての財政体系と財務行政の機能的分類をした。この中

で，， 現在実施されている財源配分に係る区分調整及び財政に関わる権限委譲は働いている。税

源の区分である税収の直問比率及び財政調整の配分率も ，分析に適用した数値から見えてきてい

る。 また財政制度自体は，インド憲法規定に則して体系だっているので，連邦中央，州及び両政

府の競合条項の規定に分類されて機能していることがわかる 。インド連邦国家における具体的な

連邦政府と州政府の，それぞれの歳出入を分析し現在のインドの政府間財政の中身を考察した 。

そして，中央政府と州政府の財政関係について多くの研究をしているインド人財政学者ティムマ

イアの研究を分析し，本章で指摘する点との相違を含めて彼の着眼点を探った 。

　第２章では，インドの連邦国家の歴史として，その財政面の問題である連邦財政の変遷を捕ら

えた。インドの独立を境にしてその前後に分けての分析である。インド連邦国家そのものが，イ

ギリスの前時代の植民地行政の中に置かれたときに創案されていた。まず，財政機構の歴史的変

遷にふれることによって，インド連邦国家がムガール帝国及び大英帝国の後に成立した事実を示

した。その後に，独立前の１９００年初期にインド行財政の基本制度の確立がなされた。様々な改革

が， その時期インド総督及び大英帝国本国のインド相によってされ，機能区分，財政区分及び地

方への貢献制度の確立が実現した。そしてインド政府法による財政条項の制定から，独立後イン

ド憲法制定の日が来る 。既に，税目についてはインド政府法にその細目が規定されていた。これ

に加えて，インド憲法ではさらに明確な連邦税目 ，州税目及び競合となる共同税目が規定されて

財源となる税源の明確化が実施された。本章では，中央一州財政関係の本質については述べてい

ない。これを述べる前に，如何に連邦財政がインド憲法下において図式化されているかに言及し

た。

　第３章では，本論文の主となる課題についての分析を，財政委員会を中心にして考察した。本

章で捕らえた視点は，インド憲法に規定のある財政委員会の在位期問と憲法に規定されていない

国家計画委員会の期問とのズレが，財政赤字を早めたのではないか，ということである。しかし ，

実際はこの状況にさせたのはむしろ，財政委員会そのものの機能に欠陥があるためで，そのため

に必要な解決策を提示した。勿論，当初の指摘である期問のズレもその要因の一つである。これ

に関しても ，どのような期間を財政委員会及び国家計画委員会が持ち得るのかその方策も検討し

た。 財政関係に関する，インド憲法上の取扱いを細かく調べることによっ て， この財政の調整の

傾向と関係が分かってくる 。財政委員会についても ，その機構笈び働きについて憲法規定上の条

項通りの機能が発揮されないのなら，その修正も必要となって来る。このような点に関しても ，

なぜ機能が働かないのか従来からの過程はどのようであ ったのかの点も分析した。結果として ，

必要とされるインド人財政学者及び元財政委員会委員などの批判と提案を考慮して，委員会の本

来あるべき姿を考えた。そして，これはやはり憲法の運用に問題があり ，委員会そのものにも独

立性と不偏性及び公平性などに欠ける点が指摘できた 。

　最後に，結論で指摘できたのは，財政委員会の勧告の不十分さによって財源配分の区分調整及

び財政の権限委譲が連邦中央政府から，州政府にうまく実施されなかったことである 。それに ，

財政委員会及び国家計画委員会の相互関係の歪み，そして財政委員会そのものの職務に対する機

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１１３）
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関としての組織の不十分さが関係していた。この要因を本結論にて記した 。
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日本の企業再編の進展と企業分割税制

立命館大学大学院経済学研究課博士課程前期課程２回生村上貴美

　第一節ｒ日本経済の成熟化と企業組織再編」ではバブル崩壊後の日本経済と近年増加するＭ

＆Ａの動向を素材にして会社分割制度導入の意義を検討した。第二節「企業再編と人的分割」

では，商法改正による会社分割制度の概要を踏まえ，会社法改革における残された課題と会社分

割の今後の方向を検討した。第三節では「会社分割税制の特徴と問題点」を検討し，企業組織再

編税制の基軸としての会社分割税制の課題を明らかにした。以上が本稿の構成概要である。本稿

の主要論点 ・主張点は，次の３点である 。

　第１は，企業組織再編税制 ・会社分割税制の固有の課題とその構造を明確にすることである 。

会社分割とは，会社からその一部を切り離すことにより ，一つの会社を法律上独立した複数の会

社に分けることであるが，２０００年の商法改正により新たに導入された会社分割は，「会社の営業

の全部または一部を他の会杜に継承させることにより ，会社を分割する」というもので，従来の

わが国商法にはなかった概念である。これにより会社分割の形態 ・方法は多様化し，吸収分割

（分割する会杜の営業を継承する会社が既存の会杜である場合）と新設分割く継承する会杜が分割によ

り新しく設立される会社の場合）が，それぞれ物的分割（営業を継承する会社が新たに発行する株式

を分割する会杜に割り当てる場合）と人的分割（新たに発行する株式を分割する会社の休王に割り当てる

場合）とに分かれ４つの分割種類が設定されたが，このうち人的分割が新たに商法改正により実

現したものである。従って，会社分割の際の課税の取扱いは，会社間の資産の移転，各種引当金

等の引継ぎ，株式なとの交付といった局面で問題となる。これらの企業財務現象は，何ら新規な

ものではなく ，資産移転に伴う譲渡益には課税する等の税法上の処理の原則は従来から確立して

いる。問題は，これら従来からの課税上の原則を，これまでの処理原則との整合性を重視してそ

のまま適用すると，会社分割の実施の度に課税が生じ，そのことが機動的 ・柔軟な企業再編を阻

害することになり ，商法改正で導入された会杜分割が税法の原則により機敏に活用されない事態

が生ずる。税法上の従来からの原則との整合性を維持しつつ，企業組織再編を推進しうる課税上

の仕組みをどう構築するかが，会社分割税制の画有の任務であり ，その範囲は上記の諸局面から

構成される。２０００年７月の税制調査会の中期答申が，会社分割税制を検討する視点としてあげた

４点（¢合併 ・現橘出資などの資本等取引と整合性のある課税のあり方，　株主における株式譲渡益課税や

みなし配当に対する適正な取扱い，　納税業務 ・各種引当金などの意義 ・趣旨などを踏まえた適正な税制措

置のあり方，＠租税回避の防止）は，そのことをよく示しており ，ここには，会社分割税制の全体

像とその構造を捉える際の主要論点が示されている 。

　第２は，会社分割税制の個別の各分野の問題点とその具体的処埋の仕組みを把握することであ

る。 ここには，５つの論点がある 。

　１　具体的な税務処理の際の基本原則の確定の問題であり ，前述の第一論点と関連するもので

ある。すなわち，企業組織再編による資産移転に対しては，その取引実態に合った課税なと ，適

切な対応を行う必要があるが，企業組織再編に係る法人課税のあり方の検討のための基本視点と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１１６）
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しては，現行の現物出資や合併等に係る税制を再検討し，全体として整合的な考え方で整備する

必要がある。すなわち，（〕）会社分割には既存税制たる現物出資 ・合併等と共通する部分があり

（例えば分割型吸収分割と合併では同一の効果），同じ効果を発生させる取引に対して異なる課税をす

ると租税回避の温床を作ることになるので，それは避けるべきであるし，　営業譲渡による企業

買収（資産の時価取引として譲渡益課税）と合併による企業買収（課税繰り延べ）とにおける取扱の

相違は，現行税制の問題点であるが，こうしたことは整合的に処理されるべきことである 。

　２ ．資産等を移転した法人に対する課税問題には，（１）移転資産の譲渡損益の取扱いと ，（２）資本

の部の金額の取扱いの問題がある。前者については，移転資産の譲渡損益の取扱いは，繰延しな

いのが原則であるが，特例として繰延が容認される場合がある。その要件については５に述べる

通りである 。後者については，商法上，分割型の会社分割や合併において引継ぎが認められる資

本の部の利益準備金やその他の留保利益を，税法でも引継ぎを容認するがという問題である 。こ

れは以前から暖味であった合併本質論への商法 ・税法の姿勢を改めて明確化した点に意義がある 。

　３　株王に対する課税は，その特徴として（１）株式の譲渡損益の取扱いと ，（２）みなし配当の取扱

いが関連する 。（１）は新株式の交付を株王が受けた場合，原則として株式の譲渡損益が発生するが ，

金銭の流入がない場合には投資の継続性を鑑み非課税とする 。また，（２）に関しては資産の移転を

原則によらず，時価で移転した場合に発生する。これは，ともに株主へ金銭などの利益の流入が

ない場合に非課税措置をとるという点で実態に合ったものとなるよう配慮がなされている 。

　４ ．引当金等の引継の会計処理とその税務については，特に合併における繰越欠損金の引継ぎ

が原則可能となった点に特徴がある 。ただし，分割は合併以上に租税回避行為の問題があり分割

の場合の引継ぎは今後の課題である 。

　５ ．原則：移転時課税と例外 ・特例 一一課税繰り延べとの関連である。すなわち，租税回避の防

止策とその要件の具体的明確化である。移転資産の譲渡損益の取扱いについては，企業グループ

内での資産移転の場合と共同事業のだめの資産移転の場合とで区別されるが，まず両者の共通要

件としては独立事業要件と事業継続要件とがある。更に企業クループ内での再編は持株割合が

１００％未満で５０％超であることなどから従来とは全く異なった組織再編を視野に入れたものとな

っている点に特徴がある 。

　第３は，以上のような特徴をもつ会社分割制度及び会社分割税制を現時点で導入することの意

義の解明である。現在日本企業は，バブル崩壊で弱体化した企業経営の再建と ，迅速に変化する

経済環境や国際化の進展に適応した柔軟で機敏性のある企業組織への転換のため，企業の王力部

門の「選択と集中」による企業再編が必要となっている。一方，こうした企業側の二一スに対し ，

日本の制度は余りにも硬直的で機敏性に欠いたものであ ったが，日本企業が国際競争力を維持す

るためにも ，企業再編にかかる最後の法整備であり ，持株会社設立後の再編に不可欠な人的分割

という従来の分杜化にない新しい要素を含んだ会社分割制度の構築が必要である。今回の商法改

正の中心は，¢従来利便性の低かった分社化制度の大幅な拡充と　人的分割という新概念の導入

であることは，前記のとおりであるが，この人的分割の制度は株主利益保護の観点などから導入

が見合わせられてきた経過がある。人的分割は持株会社設立後の企業グループ内の再編などに不

可欠であり ，欧米諸国では既に一般的な企業再編の手法となっており ，国際化時代の企業グルー

プにおける企業組織の機動的両編成のために導入された。以上のような歴史的経過のなかで商法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１！７）
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改正 ・法人税法の改正による会杜分割制度の新形態の創設と課税繰延要件の明確化，旧来の原則

との整合性の維持の下での会杜分割軌道化のだめの税制が制定されることになった。本改正は時

代の変革に即応し今後の税制の方向性を示唆する重要なものであると評価できる 。
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薬剤経済学的評価の方法論についての研究

立命館大学大学院経済学研究科博士課程前期課程２回生安田　代

１． はじめに

　薬剤経済学的評価の必要性

　我が国の国民医療費は１９９９年度において，２８兆５０００億円（前年度比３．７％増）で過去最高を更新

した（２０００年７月新聞発表）。 老人医療費も高齢化の一層の進展に伴い，今後なお着実に増大して

いくことが見込まれている 。

　こうした状況下，医療資源の効率的利用という観点からも ，医療サービスや医療プログラムに

対する経済学的評価が求められており ，「その医療行為は本当に必要なのか」，「その治療法は本

当に有用なのか」について考え直さねばならない時期に来ている 。

　ここでは，医療政策を考えるべ一スとなる「医療現場における資源の効率的利用」の側面に焦

点を当て，代替的医療サーピスや医療プロクラムがあるとき ，［との医療サーヒスや医療プログ

ラムを選択することが資源配分の効率性の観点からみて杜会的に望ましいか」についての判断に

必要な情報を提供するための，経済学的評価の方法論について検討してみた 。

　疾病の起こる成因となる環境要因から，疾病の発生に至る経路（予防医学の分野），発生した疾

病に対する適切な治療法の選択（ＥＢＭ ：。。ｉｄ．ｎ。。ｂ。。。ｄ　ｍ．ｄｉ．ｉｎ。の分野，すなわち最大の効果または効

用が得られて，有害反応が最小となるような治療方法の選択）と ，それによって得られたデータを総合

して一般化するための正しい解析方法の選択など，実際の医療の場に直結した総合的な技術的医

療経済学的評価を行うことがまず先決であり ，そこで得られた結果を基にして，医療制度（医療

の提供体制，薬価制度，診療報酬体系，高齢者医擦の在り方）や医療保険制度などの政策が決定される

ことが望ましい 。

２　薬剤経済学（ｐｈ．ｍ。。。。。。ｎ．ｍ１。。）における評価方法について

　薬剤経済学的評価方法はＥＢＭ研究の中で応用されている。ＥＢＭとは噛者に対して，医療

情報の妥当性 ・信頼性を十分ふまえた上で，確実で明確な臨床判断を行なうことを重要視する医

療の方法」と定義されている。これを実行するために必要とされるものは，経験と専門知識，現

状で利用可能な最も妥当な客観的根拠，これらに基づいた医療を可能にする環境の三つである 。

ＥＢＭは実際の患者の問題を解決するために必要な根拠を探し出す方法であり ，さらにその根拠

を評価し，実際の患者に適用できるかどうか，適用するなら実際にどのように行なうかを判断す

る方法論まで含む，包括的で実際的な手法である。薬剤経済学的評価を行う場合には公表論文を

用いた方法や，プロスペクティブな臨床試験に基づいて結果を得る方法があるが，いずれも利点

と欠点を有している 。

●薬剤経済的評価における分析手法と実例の紹介（表２）

　主に薬物療法を中心としたテクノロジー・ アセスメントを薬剤経済学的評価（ｐｈ。。ｍ。。。。。。ｎ．

ｍ１。。。。１ｕ．ｔ１．ｎ）といい，医療におけるｒ費用」とｒ便益」の両面からの評価が行われる 。具体的

な薬剤経済学的評価方法の種類としては，費用最小化分析（ＣＭＡ），費用効果分析（ＣＥＡ），費用

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１２０）
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効用分析（ＣＵＡ），および費用便益分析（ＣＢＡ）などが応用されているが，その方法の概略は ，

医療サービスに投入される資源を明確にして，これにより得られる結果を想定することにある 。

費用便益，費用効果，費用効用分析は，費用と便益との関係を評価するものであり ，費用が減少

し， 便益が向上する選択肢，すなわち支配戦略（ｄ．ｍｍ．ｎｔ．ｔ。。ｔ．ｇｙ）を決定する手法である（概略

を表２に示す）。

　ここ数年来，薬剤経済学は，新規治療法を評価するための意思決定モデルの作成から始まっ て

おり ，１９８０年以降，薬剤経済学的評価関連の報告数も急増してきている。近年に至り ，この領域

における研究は世界的に成熟してきているが，日本におけるこの分野の研究はまだまだ未成熟で

あり ，日本語での報告論文も少ない。しかし，今後は世界の動向と歩調を合わせて，さらに研究

が進展するものと予測される 。

　国際的にみて，各種薬剤経済学的評価の方法論に関して，薬剤経済学分野の外国文献（英語で

報告されている論文）を中心に収集し，各疾患一薬効領域における各種分析の方法について，実例

をもとに評価方法の実際と ，問題点などについて検討した 。

３． 薬剤経済学的評価の考察と今後の方向性

　わが国における医薬晶評価の問題点については，医療情報の公開と共有における問題（情報の

非対称性の問題，製薬企業に有利な臨床データの公開，臨床試験実施の際の企業問の情報公開制限に関する

暗黙の協定など）が基本的に存在する 。

　薬剤経済学的評価を行う場合の問題として，データ収集の困難さ（プロスペクテイブな臨床試験

に基づいてデータを収集する際に遭遇する多くの問題，ＱＯＬデータ測定の際の評価尺度が未整備であるこ

と， 研究に必要な疫学データが整備されでいない点，疫学データの独占的閉鎖的な収集 ・利用の実態など）

に関連した問題が存在しており ，さらには，評価そのものにおける問題として，プロスペクティ

ブ試験の試験計画に経済学的評価を含める際の基準設定の仕方（適切な評価手法の選択，評価の視

点， 評価に含める費用の範囲など）により ，大きく結果が違ってくるという点，評価に際して採用

した特定の条件下でのみ有効な結論であるという限界があることを認識しておかねばならないな

どの問題が存在する 。また，通常の臨床試験とは異なり ，薬剤投与による外部効果や継続効果を

どのように試験計画に盛り込み，どのように評価するのかについても明らかにせねばならず，対

象疾患の特性や，評価項目の重み付け，評価の対照となった代替治療法の選択基準なども ，医学

の進歩とともに時々刻々変化していることを考慮せねばならない。したがって，得られた結果は

絶対的なものではなく ，その時点での相対的な評価結果に過ぎないものであることを理解してお

く必要がある 。

　薬剤経済学的研究の前提条件となる多くの要因が，各国の制度の違いなどにより影響を受ける

という問題もある。費用の算定の仕方の違い，利用可能な薬剤の種類の違い，気侯風土の違いに

より疾患そのものの疫学的なべ一スが異なることなども考慮して，評価に含めなければならない 。

評価に影響を及ぼすと思われる要因のうち，重要な共通要因を明らかにし，国際的事情に影響さ

れずに一般化できる条件を見出すことも重要である 。

　また，薬剤経済学的データを，実際の医療の場に活かすためには，医師がコスト意識を持つこ

とが重要であり ，迅速かつ的確に，最適な治療法を選択できるようなマニュアルの策定，および

医師からのフィードバック情報を収集して，評価結果自体を見直すといった，ダイナミックな情
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報システムの構築が必要である。これらの研究で得られたデータを蓄積し，ＥＢＭ関連データが

整備され，医療に携わる関係者や患者にもその情報が公平に提供され，情報の公開 ・共有が社会

的に実現されれば，医者と患者の間における情報の非対称性も緩和され，医療に対する国民の信

頼を取り戻すことができ ，だれもが満足できる医療の実現が可能になるであろう 。
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１２４ 立命館経済学（第５０巻 ・第１号）

中国における外資の導入と地域経済発展

　　　　西安市を事例として

　　　　　　　　　　　立命館大学大学院経済学研究科博士前期課程２回生姫薇

　本論文は中国「中西部大開発」の課題から西北部最大都市西安市における外資導入形態と内陸

部直接投資の特徴を検討する。さらに今後の内陸投資を展望する 。中国は１９７９年の改革 ・開放政

策以降，東部 ・中部 ・西部の三大地域で「非均衡配置戦略」が実施され，経済成長の重点が東部

沿海地域におかれた。こうした政策の結果は地域経済格差が拡大し，中西部地域の経済発展は停

滞し，社会不安が増大した。こうした問題に対処するために，政府は「中西部大開発」の戦略構

想を打ち出した。このような状況から，中国内陸部は外資導入の拡大が今後の経済発展の方向性

を定めることになる。本論文は以上の問題視角から次のような構成となる 。１ ．はじめに，２ ．

開放政策後の中国経済と外資導入，３ ．西安市における外資系企業，４ ．外資導入による西安市

経済の課題，５ ．おわりに一内陸投資の展望 。

　中国における地域経済格差の拡大によって，中国の対外開放戦略は沿海部から内陸部に拡大し

ようとしている。中西部開発の重要性は今後も増大する。そこで第１章では，なぜ西部地域経済

および西安市経済を取り上げるかの理由を明らかにする 。

　第２章は開放政策後の外資導入の意義と開放政策前の外資導入状況を概観し，その特徴を明ら

かにする。２－１では外資導入の意義を論じる。それは中国経済の国際化 ・市場化の進展，技術

移転とハイテク産業の発展，輸出振興，資金ギャッ プの補填による固定資産投資の拡大，雇用の

創出，郷鎮企業との合弁や国有企業との技術提携を通じた国内企業の活性化などの特徴を生み出

した。２－２では開放政策前の中国は基本的に政治闘争，閉鎖的経済体制を実施してきたことお

よび外資は借款を中心として導入していたことを明らかにする。２－３では開放政策後，外資導

入規模が拡大し，投資構成が変わり ，直接投資の割合が増加したこと 。さらに９０年代以降の外資

導入の特徴を明らかにする 。

　第３章は西安市における外資系企業，西安市経済概況，日系企業投資状況を分析する。とくに

日系企業に関してはフラザー工業の子会杜「西安兄弟標準株式会杜」を取り上げ，日系企業組織

を分析する。３－１西安市経済概況は，建国以来の既存する産業基盤およぴ中国経済に占める位

置， 外資導入状況を概観する。３－２日系企業の投資では，西安市における日系企業の投資の特

徴を検討する。３－３日系企業の組織では「西安兄弟標準株式会社」をフラザー工業深工場と比

較し，西安市経済でのシェアあるいは今後の展開過程を分析する 。

　第４章は外資導入と西安市経済の課題において，現在中国のハイテク技術が全体的に世界水準

に遅れている。こうした状況をふまえて，西安市高新技術開発区へ進出している外資企業の特徴

を抽出し，西安市経済の課題を明らかにする 。

　第５章は外資導入政策と地域経済の発展を明らかにするためには，最後のまとめとして酉安市

の事例から内陸への外資進出を展望する。外資企業の生産形態，販売ルート ，賃金形態，雇用形

態および具体的な優遇措置などを検討しなければならないが，本論文では資料の制約があり十分

展開していない。これらは今後の課題としたい 。
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社会主義中国における住宅間題

　　　　都市部における住宅難と住宅格差及びその背景

　　　　　　　　　立命館大学大学院経済学研究科博士課程前期課程２回生余　勤

　本論文は，１９５０年以後社会王義中国の都市部が抱える住宅問題を分析することを目的としてい

る。 論文では計画経済期と市場経済への転換期の両段階を区分した上で，経済発展と歴史的な視

点から中国都市部の住宅難と住宅格差を中心として，社会主義中国における住宅問題を検討した 。

この論文は長期にわたり中国が抱えてきた都市部住宅問題について，従来の研究及び関連資料 ，

データを基に，中国の経済発展との関わりで問題の展開過程を整理したものである。都市化に伴

い必ず生じる都市問題の一つである住宅問題は杜会王義中国においてとのように展開しているか

を述べた。住宅難と住宅難民なとの貧困問題に重要な意義を持つ住宅問題が，とのような原因で

形成されているかを，また，現在進行している社会主義市場経済化において，どのような形で現

れているのかを考察した。さらに，計画経済と市場経済という異なる経済体制下での住宅問題と

その変化，住宅供給の諸形態（国家，企業 ・単位，個人）が計画経済と市場経済化の過程で住宅問

題解決に果たした役割について分析した 。

　第１章では，中国都市部における住宅問題を概観した上で，従来の研究を整理し，不明確な点

を明らかにした。その内容は住宅問題の状況とその原因，住宅格差と住宅所有関係の実態，及ぴ

住宅問題解決の方策と実際の成果である 。さらに，問題分析の前提である用語の定義を行った 。

都市部の範囲と都市部人口の変遷を時期毎に示し，都市部住民と居民を区分した。また，依拠し

た資料と時期を区分した根拠を述べた 。

　第２章では，中国社会科学院中央梢案館の刊行史料を基に，計画経済体制を確立する１９５８年以

前の住宅問題は数量上の絶対不足と質的劣悪であったことを示した。さらに，１９５８年以前には都

市規模別，単位 ・業種別，公有住宅内部，公有住宅と民問賃貸住宅などの何重もの住宅格差が存

在していた。その原因は歴史的な条件に規定された住宅不足，都市人口の増加，住宅投資の不足 ，

老朽化の進行，賃貸住宅供給量に対して利用率の低さであ った。１９５７年までは私有住宅が住宅の

主体であ ったが，国家が建設した公有住宅は新規供給住宅の大部分を占め，住宅の質も高く ，深

刻な住宅問題を解決するのに大きな役割を果たした。また，国家は個人による住宅建設すること

を奨励した。「自建公助」 ・「公建民助」 ・「民建互助」 ・「自力調達，自力建設」の形式を通じ，国

家・ 個人 ・企業の三者が住宅問題の改善を積極的な役割を果たした 。

　しかし，１９５８年以後は，国家が極端な生産第一主義路線を取り ，人口増加に見合う都市住宅の

建設が犠牲になった。その結呆，都市部住宅の一人当り平均居住面積は１９５７年の４
．Ｏ　ｍ２
から ，

１９７８年の３ ．６ｍ２ に減少した。これは，都市部の生活基盤を無視し，産業基盤を充実した必然的

な結果である。加えて，私有住宅が強制的に撤去され，住宅の自建も楚じられたため，個人によ

る新築住宅の建設は行われず，住宅の老朽化が加速された。計画経済の下では，建築材料は生産

財として物資部門を通じて供給されるようになり ，建築材料市場は閉鎖され，個人は自力で住宅

建設 ・維持管理をすることができなくなった。こうして，深刻な住宅難が進行した 。

　第３章では，まず，１９８５年の第１回都市部住宅調査統計に依拠して，都市部の住宅難世帯は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１２７）
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１，７５３万戸に達していること ，都市部の住宅状況は住宅の数が絶対的に不足し，住宅の質も劣悪

で， 関連施設も非常に劣悪で不便極まりなく ，住民の居住水準がかなり低いことを明らかにした 。

このような劣悪な住宅事情に加えて，都市問，企業（単位）間，および都市内部格差が使用面

積・ 家賃 ・居住地などの様々の面で存在するという１９７８年～１９９１年の住宅問題の実情を述べた
。

この時期には以上の問題を改善するために，住宅供給制度の改革がなされ，企業（単位）と個人

が住宅投資に積極的に参入し，商品住宅や住宅合作社も現れてきた。住宅供給主体は多様化し ，

その中でも ，企業（単位）と言う中国特有な社会形態が住宅問題の改善に特に大きな役割を果た

した。さらに，この時期には，低家賃制度と行政的 ・実物的 ・分配制度の改革が開始された 。

　第４章では，市場経済化の進行に対応するために実施された１９９２年から住宅制度改革を述べ
，

及び「民工潮」 ・「盲流」と呼ばれる，都市への大規模な人口流入の中での住宅問題を分析した 。

その際に，都市部居民と流入人口を区分し，また，中国の住宅難定義と日本における住宅難疋義

とを比較した。８００万戸の住宅難世帯の存在に見られたように，都市居民の住宅問題が未解決で

あるのに加えて，流入者によって新しい住宅難世帯が生まれ，さらに住宅難民も発生した。この

ように，都市部では旧来の住宅問題が未解決のまま，都市への人口集中を背景にして新たに深刻

な住宅問題が生まれた。一方，都市部では，高価な商品住宅が購入主体の不在によって，空室現

象を引き起こしている。計算された１９９９年中国平均商品住宅販売価格は同年世帯当り平均年問所

得の１０．９倍に達しており ，このような高価な商品住宅を低所得の都市部住民は取得困難である 。

つまり ，住宅難と商品住宅の空室現象を併存という新たな問題が発生した 。

　本稿は，中国都市部の住宅問題を対象としたもので，農村部の住宅問題についての分析が行わ

れていない。現在の土地所有制度と住宅問題の関連，近年拡大している住宅ローンによる住宅取

得の影響などは，今後の研究課題としたい 。
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修士学位論文要旨 １３１

有価証券譲渡益（キャピタル ・ゲイン）課税についての考察

　　　　総合課税への検討

　　　　　　　立命館大学大学院経済学研究科博士課程前期課程３回生余田作治

　課税負担の公平（水平的公平および垂直的公平）を実現させるために，広く受持されている考え

方は包括的所得税である。その特徴は『所得』の包括的な定義にあり ，所得の源泉，形態，実

現・ 未実現，その他の属性を問わず経済力の増加が認められるすべてを内包することにある。そ

のため，経済力増加説あるいは資産増加説とも呼はれている。このような包括的所得税の理念を

代表した税制改革としてシャウプ勧告をあげることができる 。一般に我が国の税制は，シャウプ

税制によって，その基礎が確立された。シャウプ税制は，資産再評価を基底とし，キャピタル ・

ゲイン課税を中核とする構造をもっている。そのため，資産再評価が勧告の意図するような合理

課税の基礎条件を整備するものではなく ，キャピタル ・ゲイン課税が不明確な内容のものであれ

ば， 勧告の構造はその根底から崩れ去る運命にある。したがって，キャピタル ・ゲイン課税は ，

このシャウプ税制と最も深い関係をもっ ているといっ ても過言ではない 。

　１９５０年のシャウプ税制は，有価証券の実現キャピタル ・ゲイン全額を所得税の課税べ一スに算

入し，実現キャピタル ・ロスをそこから全額控除した。しかし，有価証券のキャピタル ・ゲイン

は， 本来，総合課税をすべきであるといわれながらも ，実現段階における公平性確保の困難や資

本蓄積政策の重視および捕捉が難しいなどといった税制上の理由から ，１９５３年には原則非課税と

なる一方，本来所得税と異質の租税である有価証券取引税が新たに導入された 。

　以後，我が国の所得税制は有価証券のキャピタル ・ゲインに対し，例外的課税の範囲を明確化

したり ，その範囲の拡大を行ったものの，原則非課税のまま約３０年問を経過してきた 。

　ところが，１９８６年３月から１９８７年２月にかけて段階的に行われた大幅な金融緩和を背景とする

株式フームが契機となって，人々は有価証券のキャピタル ・ケイン原則非課税制度を不公平税制

の象徴的部分と考え，その是正を強く求めるようになった。このような状況下で，竹下内閣の税

制改革は，キャピタル ・ゲイン原則非課税制度を分離課税制度に改めたのである。現在では総合

課税は採用されておらず，申告分離課税と源泉分離課税との選択を認めている 。

　以上のように，有価証券のキャピタル ・ゲインは原則非課税から課税することへと改められた

が， どのように課税されるかがこれからの政策課題の一つになってくるものと考えられる 。現行

の税制で示されている課税方式は，納税者番号制度の導入を考えていないために，一種の『みな

し課税』にとどまっている 。しかし，この方法が課税の公平という観点からみて不十分であるこ

とは自明であり ，納税者番号制度の導入は避けられないものと思われる 。ただし，キャピタル ・

ゲインが完全に捕捉されたとしても ，それはキャピタル ・ゲイン課税のいわば出発点であ って ，

公平でかつ中立的に課税するためにはどのような課税方法が望ましいかという問題が残されてい

る。

　そこで，本稿の目的は次の通りである 。

　第一に，完全な総合累進課税を内包する包括的所得税について考察する。第二に，実現可能な

総合課税を基礎とするシャウプ勧告を再検討し，その所得税体系におけるキャピタル ・ゲインの

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１３１）



　１３２　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第５０巻 ・第１号）

位置付けを考察する。第三に，キャピタル ・ゲインに対する課税原則を提示した上で，それぞれ

の意義及び長所，短所から総合課税への移行が可能か否かを検討する。第四に，キャピタル ・ゲ

イン課税に伴う問題点及ぴその解決策を検討する。第五に，税負担における真の公平化を図るた

めに，キャピタル ・ゲインの総合課税への移行に必要となる納税者番号制度を議論する 。

　なお議論の展開は上記の目的に沿って展開する 。

　第１章においては，包括的所得税の理論について言及する。先に述べたが，包括的所得税を理

念とする税制改革としてシャウプ勧告をあげた。しかしながら，本来の包括的所得税は，シャウ

プ勧告とはいくぶん議論を異にしている。特に資産所得課税について重要な違いがある。それは ，

理想的な包括的所得税では所得を発生時点で認識するのに対し，シャウプ勧告では所得を実現時

点で認識するのである。すなわち，キャピタル ・ゲインを発生べ一スで課税するのか，あるいは

実現べ一スで課税するのかの違いである。そのため，シャウプ勧告を考察する前に理論的な包括

的所得税を論じておかなくてはならない。第１節の焦点は，望ましい税制，すなわちファース

ト・ ベストとしての包括的所得税である。次に第２節では，包括的所得税の問題点についで考察

する。ここでは，理論的な包括的所得税に関して生じる運営上の問題，未実現キャピタル ・ゲイ

ン問題を検討し，そこから派生する問題として，課税延期の問題 ・凍結効果 ・インフレ調整につ

いて議論する 。

　第２章においては，シャウプ勧告について言及する。シャウプ勧告はセカンド ・ベストな税制

として資産所得税に関して実現べ一スまで後退しているが，包括的所得税　総合課税の象徴的な

税制と考えられることから，この税制の理論構造を検討する。第１節においては，シャウプ勧告

の中核であるキャピタル ・ゲインの総合課税を主たる論点として議論を展開する。キャピタル ・

ゲインは実現べ一スで課税せざるを得ない。しかし，実現べ一スであるからこそその総合課税を

適切におこなうことが重要視され，キャピタル ・ゲイン課税が全税制を支える基礎となるのであ

る。 第２節においては，シャウプ勧告の解体過程，すなわち総合課税からの乖離について検討す

る。 これは，本来あるべき姿であるキピタル ・ゲイン課税の廃止ないしは修正である 。このよう

な課税べ一スの縮小および総合課税の後退の歴史を概観し，現行制度の位置付けを明確にする 。

　さらに，シャウプ勧告をふまえて，キャピタル ・ケイン課税の意義と方式を検討する。第３節

においては，現在の所得税論議で提示されているキャピタル ・ケインの４つの課税方式について

取り上げる。これらは基本的にはキャピタル ・ケイン課税を総合課税方式で行うのか，あるいは

分離課税方式で行うのかに大別される。総合課税方式と分離課税方式の適用にあたっては従来か

ら見解は対立しているが，本稿では分離課税論者が総合課税の困難性を理由に実行が不可能と主

張することについて，それらの主張は適切でないことを論じる。すなわち，キャピタル ・ゲイン

課税において総合課税を全く排除してしまい現行の分離課税を適用することの問題点を明確にす

るのである。アプローチの方法としては，第１に，総合課税と分離課税との税収のイロージ ョン

（侵食）を指摘し現行税制の不公平について論じる。第２に，分離課税の考え方はキャピタル ・

ゲインの総合課税が全税制の中核であることを考慮していないことである 。つまり ，分離課税は

全税制の基礎を崩してしまっているのである。第３に，分離課税で主張される総合課税の困難性

は必ずしもあてはまらないことを論じる。以上の議論から得られる結論は，キャピタル ・ゲイン

課税を現行税制の分離課税まで後退させる必然性はないということである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１３２）
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　第１章および第２章の議論をふまえて，第３章においては，総合課税の実効牲を検討するため

に， 納税者番号制とキャピタル ・ゲイン課税との関係について言及する。第１節においては，キ

ャピタル ・ゲインの総合課税をおこなうにあたり ，制度上の条件整備として納税者番号制度の導

入についての必要性とその仕組みについて議論する。第２節においては，前記の納税者番号制度

の問題点と未だ導入されていない理由について検討し，納税者番号制度とキャピタル ・ゲイン課

税の関係を明らかにする 。

　以上のような議論展開を経て，有価証券譲渡益（キャピタル ・ゲイン）課税の今後の課題として

総番課税への移行について一定の結論を導き出す 。
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「利益積立金額の資本組入れ等に対する課税について」

　　　　みなし配当課税の検討

　　　　　　　立命館大学大学院経済学研究科博士課程前期課程４回生村上耕三

　今日のように国際的企業問競争が激化している状況下において，わが国の企業に重要なことは ，

資本を充実し財務上の体質強化を図ることである。資本充実の一方法として利益積立金額の資本

組入れ等（資本組入れ及び株式消却）がある。しかし，わが国では諸外国に比べ利益積立金額の資

本組入れ等を実施する企業が少ない。その原因の一つが，みなし配当課税制度にあると考える 。

本稿は，みなし配当課税制度を支える課税論理の構造とその問題点を明確にし，この制度の改革

方向を論ずることを目的とする。第１節では，「みなし配当課税制度の概要とその趣旨」につい

て述べた。第２節「課税 ・非課税を主張する論理の検討」では，課税 ・非課税両論理の争点を分

析し問題点を明らかにした。第３節「みなし配当課税の当否」では，平成１１年度に利益積立金に

より株式消却したＴＯＷＡ株式会社を例に，課税した場合と非課税にした場合とを比較検証し ，

非課税にすべきであると結論づけた。その内容は次の通りである 。

　所得税法２５条及び法人税法２４条に規定するみなし配当課税の形態は７つある。大別すると金銭

等の交付が実際にある場合と無い場合の二つに分けられる。前者は，所得分類上何所得（配当所

得か譲渡所得か）で課税すべきかという問題はあるものの一応の決着がつくと考える。問題は後

者の場合であり ，その中でも利益積立金額の資本組入れと株式消却である。平成２年の商法改正

により ，株式配当に関する規定（旧商法２９３条の２）が削除され，株式配当は商法上株式分割の一

態様となった。しかし，税法では上記の規定により課税が継続されている。その課税論拠は，二

つの柱から成り立っている。第一は，株式配当及ぴ株式消却により利益積立金額を資本金に移し

た時点で，保有株式の価値は移した分だけ増加し，未実現ではあるが所得が発生している。第二

は， 未実現の所得でも政策的な必要性から課税しうるというものである 。

　まず，第二の柱について検討する。未実現所得課税は，わが国所得課税制度の基礎におかれて

いる発生型の包括的所得概念から根拠づけられているものではあるが，シャープ勧告でその発想

が打ち出された直後から修正が始まり ，現在の実定租税法上では実現したものに課税することが

原則となっている。みなし配当課税制度は，その唯一の例外といえる。そして課税側は，次の４

点の政策的必要性を未実現課税の根拠にあけている。¢一旦利益（利益積立金）が資本に組入れ

られるともはや配当できないことがら，この時点で課税しなければ二度と配当所得として課税で

きない点。しかし，この配当機会が無くなるという点では，同じ利益積立金が振替えられた利益

準備金も配当できないのに課税していないという矛盾が生じる。　利益が資本に組入れられると

課税は譲渡等されるまで繰り延べられ不公平が生じる点。しかし，この繰り延べによる課税の不

公平とは，現金配当された株主との比較であり ，配当も資本組入れもしないで利益を繰り越して

いる会社の株王のことを考慮すると ，一般性を持ち得ない。　未処分利益である利益積立金額は ，

事業上のリスクにさらされるが資本に組入れられた時点で，そのリスクは無くなり株式の価値が

確定する点。しかし，利益積立金額を資本に組入れただけでは欠損を繰り返した場合，減資しな

ければならないこともあり得ることから，リスクが無いとも所得が確定したとも断定できない 。
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＠課税上有利な譲渡時 ・相続時課税への転換を防止する上で，配当所得として課税する必要性が

ある点。しかし，租税回避等は，譲渡所得課税等の問題であり ，長期的に形成された所得を実現

時点で一挙に高い累進税率をもっ て課税することを緩和するため平準化措置が採られている 。よ

って，いつ売却されるか分からない株式の価値に含まれている，みなし配当についても譲渡時点

で課税してもよいはずである 。また，配当課税を避けようとするならば利益を留保すれば足り ，

利益積立金額の資本組入れ等は租税回避を目的にしているのではない。これらのことから，第二

の柱である政策的必要性の根拠は崩れる 。

　次に，所得が発生しているという点（第一の柱）は，課税論拠の根底にある最重要問題である 。

現行法人税法がその基本に据えている法人擬制説を削提にすると ，利益積立金額の資本組入れ等

の場合，会社の資本も利益も株主のものということになる 。よっ て， その中で移動があっても株

主の割合的利益は変化しない。また，包括的所得概念（純資産増加説）から見ても資本金及び利

益積立金額は共に資本の部を形成する要素であり ，その中で移動があったとしても ，純資産は増

加しない。すなわち，利益積立金額を資本組入れ等した時点では，所得の発生はなく ，まして実

現も確定もしておらず，課税対象が存在しない。以上のことから課税論拠とされている二つの柱

は共に維持できないことが明白である 。

　残る問題は，非課税にした場合の二重課税調整機会の喪失である。現金配当された個人の株主

には配当控除（法人の場合には益金不算入）の制度があり二重課税の調整がされるが，非課税にす

ると二重課税調整の機会を失い，売却時で資本組入れ相当部分に二重課税が発生する。しかし ，

第３節でＴＯＷＡ株式会社を例に検証をした結果，¢課税所得のない株封こは二重課税調整の効

果がないこと ，　現行譲渡所得課税に設けられている軽減措置（申告分離課税 ：税率２０％及び源泉

分離課税売却額の１０５％）のため，二重課税調整機会の喪失は有意の差異をもたらさないこと ，

　問題は譲渡所得課税の方にあること ，が分かった 。

　近年，課税当局は租税特別措置により ，平成２年の商法改正に伴い，まず最低資本金に達して

いない会社に対して５年問（平成３年４月１日から平成８年３月３１日）利益積立金額の資本組入れを

非課税とした。そして，この特例が終了するのを見計らうように，次に自己株式の消却を３年問

（平成８年４月１日から平成１１年３月３１日）非課税とする特例を実施し，引き続き平成１４年３月３１日

まで３年間延長されている。この一連の特別措置が意味するところは，正に本稿の趣旨を課税当

局自身が承認していることを意味するのではないかと考える 。

　以上，利益積立金額の資本組人れ等に対するみなし配当課税は，課税根拠が成立せず，非課税

にすべきであると考える 。
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